
 

 

 

 

 

  

 

 

 

第五次武蔵村山市特別支援教育推進計画について 

 

このことについて、第五次武蔵村山市特別支援教育推進計画を策定しまし

たので、別添のとおり配布いたします。 
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はじめに 

 

 

 平成１９年の学校教育法一部改正により、これまでの「特殊教育」は「特別支援教育」

に改められ、全ての学校において、発達障害を含む障害のある児童・生徒等に対して適

切な教育を行うことが、法律上明確に規定される等、大きな転換が図られてから 13 年

が経過しました。 

その間、国においては、平成２４年７月に、国の中央教育審議会の特別支援教育の在

り方に関する特別委員会において、「共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育シス

テム構築のための特別支援教育の推進（報告）」が報告され、平成２５年９月には、こ

の報告を踏まえ、学校教育法施行令が一部改正されました。 

また、平成２８年４月には、障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（以下

「障害者差別解消法」という。）が施行されるとともに、同年８月には、可能な限り発

達障害児が発達障害児でない児童とともに教育を受けられるよう配慮すること等を規

定した発達障害者支援法の一部が施行されました。 

 東京都においては、平成２２年１１月に、特別支援教育の推進の方向性について、全

都的な視点に立って展望を明らかにする「東京都特別支援教育推進計画・第三次実施計

画」が策定され、その中で、小・中学校の通常の学級に在籍する発達障害の児童・生徒

への支援を充実させるため、全ての小・中学校に「特別支援教室」を設置する構想が掲

げられ、平成２８年度より全都で順次導入が図られています。 

さらに、平成２９年２月には「東京都特別支援教育推進計画（第二期）・第一次実施

計画」が策定され、共生社会の実現に向けた更なる特別支援教育の充実が進められてい

ます。 

 本市においては、平成２８年３月に策定した「第四次武蔵村山市特別支援教育推進計

画」に基づき、「就学支援シート」や「学校生活支援シート」の作成と活用を推進する

とともに、特別支援教育連携協議会や専門委員会の開催等を通して、特別支援教育の充

実に向けて取り組んでまいりました。 

 この度、同推進計画の計画期間が満了することに伴い、新たに令和３年度を初年度と

する「第五次武蔵村山市特別支援教育推進計画」を策定いたしました。 

本計画の実施により、本市の特別支援教育をより一層推進し、学校、家庭、地域、福

祉、医療等の関係機関が連携して、特別な教育的支援が必要な児童・生徒一人一人に適

切な支援を行い、その能力や可能性を最大限に伸長し、将来の社会的自立、地域の一員

として生きていく力を培うとともに、共生社会の形成を目指した教育を全ての学校に

おいて推進していきますので、市民の皆様におかれましても、特段の御理解と御協力を

賜りますようお願いいたします。 
 

令和３年３月 

武蔵村山市教育委員会 
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第１章 計画の策定に当たって 

 

１ 計画策定の趣旨 

 

 平成１９年４月、学校教育法の一部改正により、従来の「特殊教育」から「特別支

援教育」への転換が図られ、全ての学校において、特別支援教育を推進することが法

律上も明確に規定されました。そして、平成２５年９月、「共生社会の形成に向けた

インクルーシブ教育システム構築のための特別支援教育の推進」に向けた学校教育法

施行令の改正が施行されるとともに、平成２８年４月には、障害者差別解消法の施行、

同年８月には、可能な限り発達障害児が発達障害児でない児童とともに教育を受けら

れるよう配慮すること等が盛り込まれた発達障害者支援法の一部が施行されました。 

また、平成２９年３月には、幼稚園教育要領、小・中学校学習指導要領の改訂が告

示され、小・中学校の新しい学習指導要領では、「障害のある児童生徒への指導につ

いて、個々の児童生徒の障害の状態等に応じた指導内容や指導方法の工夫を『組織的

かつ計画的に』行う」ほか、「障害のある幼児児童生徒との交流及び共同学習の機会

を設け、共に尊重し合いながら協働して生活していく態度を育むようにすること」等

といった内容が記載される等、障害者教育や心のバリアフリーのための交流及び共同

学習を進めていくこと等が示されました。 

 市教育委員会では、平成２８年３月に「第四次武蔵村山市特別支援教育推進計画」

（以下「第四次計画」という。）を策定し、令和２年度までの５年間における特別支援

教育の充実を図るため、特別な教育的支援や発達支援が必要な児童・生徒一人一人に

対する支援体制の整備等を推進してきました。 

 この度、第四次計画の計画期間が満了することに伴い、同計画の取組状況や新たな

法改正等を踏まえ、子供一人一人の発達特性や障害の状況に応じた教育をより一層推

進するために、「第五次武蔵村山市特別支援教育推進計画」（以下「本計画」という。）

を策定することとしました。 

 なお、本計画は、義務教育期における内容を中心として作成していますが、障害の

ある子供には、生涯における一貫した支援が必要であることから、「武蔵村山市第五

次障害者計画・第六期障害福祉計画・第二期障害児福祉計画（令和３年度～令和５年

度）」等と整合を図り、障害のある人が、住み慣れた地域や家庭で、安心・自立して暮

らせるまちづくりを実現できるようにすることを目指した特別支援教育を推進する

ための計画として策定するものです。 
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２ 計画の位置付け 

 

本計画は、「武蔵村山市第五次長期総合計画」（前期基本計画）、「武蔵村山市教育

大綱」及び「武蔵村山市第二次教育振興基本計画」を上位計画とし、その個別計画

として、本市の特別支援教育を推進するための方向性を示したものです。 

計画の推進に当たっては、「武蔵村山市第五次障害者計画・第六期障害福祉計画・

第二期障害児福祉計画」との整合性を図るとともに、特別支援教育を取り巻く関連

法令及び国の動向並びに「東京都特別支援教育推進計画（第二期）・第一次実施計画」

との整合性に留意し、国や東京都における施策の見直し等があった場合は、必要に

応じて見直しを行っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 計画の期間 

 

本計画の計画期間は、第四次計画の計画期間と同様とし、令和３年度から令和７年

度までの５年間とします。 
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図１-１ 計画の位置付け 

図１-２ 計画の期間 

第四次計画

 

武蔵村山市第五次長期総合計画 

教育大綱 

武蔵村山市第二次教育振興基本計画 

第五次 

武蔵村山市特別支援 

教育推進計画 

武蔵村山市 

第五次障害者計画・

第六期障害福祉計画・

第二期障害児福祉計画

【国】 

障 害 者 基 本

法  

発 達 障 害 者 支 援

法  

学 校 教 育

【東京都】 

東京都特別支援教育 

推進計画（第二期） 

・ 第 一 次 実 施 計 画 

第二次計画 第三次計画 第五次計画 第一次計画 
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４ 国・東京都・武蔵村山市の取組経過 

 

 国・東京都・本市の特別支援教育の推進に向けた主な取組経過は以下のとおり

です。 
 

（１）国の取組経緯 

国の主な取組 

平成１９年４月 学校教育法の一部改正 

・「特殊教育（心身障害教育）」から「特別支援教育」への転換 

・従来の盲・ろう・養護学校の特別支援学校への一本化 

・特別支援学校を地域の特別支援教育におけるセンター的機能として位置付け 
 

平成１９年９月 障害者権利条約の署名（平成２６年１月批准・平成２６年２月発効）

・障害のある人が障害に基づいて一般的な教育制度から排除されないこと等を規定

平成２３年８月 障害者基本法の改正 

・可能な限り障害のある児童及び生徒が障害のない児童及び生徒と共に教育を受け

られること等を規定 

平成２４年７月 共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育システム構築のため

の特別支援教育の推進（報告）（中央教育審議会初等中等教育分科会）

平成２５年９月 障害者基本計画（第三次）の策定 

・障害のある児童生徒が、合理的配慮を含む必要な支援の下、可能な限り障害のな

い児童生徒と共に受けることのできる仕組みの構築 
 

平成２５年９月 学校教育法施行令の一部改正 

・区市町村教育委員会が、幼児・児童・生徒の障害の状態や教育的ニーズを踏まえ、

総合的な観点から就学先を決定する仕組みへと改定 

平成２７年１１月 文部科学省所管事業分野における障害を理由とする差別の解消

の推進に関する対応指針 

平成２８年４月 障害者差別解消法の制定（※公布は平成２５年６月） 

・障害を理由とする差別解消の推進（共生社会の実現化の推進） 
 

平成２８年４月 障害者の雇用の促進等に関する法律（以下、「障害者雇用促進法」と

いう。）の改正 

・雇用の分野における障害を理由とする差別的取扱いの禁止 

・事業主における合理的配慮の提供義務 等 
 

平成２８年８月 発達障害者支援法の改正 

・切れ目のない発達障害者への支援の充実 

平成２９年２月 「ユニバーサルデザイン２０２０ 行動計画」の策定 

・心のバリアフリーの推進 

・ユニバーサルデザインの街づくりの推進 
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国の主な取組 

平成２９年３月 学習指導要領の改訂（※高等学校：平成３０年３月） 

・小学校学習指導要領等における特別支援教育の充実 

・特別支援学級及び通級による指導に関する教育課程編成の基本的考え方の明示 
 

平成２９年４月 特別支援学校学習指導要領等の改訂（※高等部：平成３１年２月）

・学びの連続性を重視した対応 

・一人一人に応じた指導の充実 

・自立と社会参加に向けた教育の充実 

平成３０年２月 学校における交流及び共同学習の推進について（報告） 
 

平成３０年３月 障害者基本計画（第四次）の策定 

・共生社会の実現に向けた仕組みの整備の推進 

・「障害の社会モデル」を踏まえた障害に対する理解の推進 等 
 

平成３０年３月 文部科学省と厚生労働者による家庭と教育と福祉の連携「トライア

ングル」プロジェクトチーム発足 

・教育と福祉の連携推進 

・保護者支援の推進 
 

平成３０年４月 学校教育法施行規則の一部改正 

・高等学校（※中等教育学校後期課程含む）における通級による指導の制度化 
 

平成３０年８月 学校教育法施行規則の一部改正 

・学校と医療、福祉、保健、労働等の関係機関や民間団体との連携強化 

平成３１年３月 学校における医療的ケアの今後の対応について（通知） 

・全ての学校における医療的ケア児の教育を受ける機会の確保推進 

平成３１年４月 障害者活躍推進プランの策定 

・共生に向けた「学び」の質の向上の推進 
 

平成３１年４月 学校教育法等の一部改正 

・デジタル教科書の導入・活用 
 

令和元年５月 医療的ケアが必要な幼児児童生徒のスクールバス等の専用通学車両

による登下校時の安全確保について（通知） 
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（２）東京都の取組経緯 

東京都の主な取組 

平成１６年１１月 「東京都特別支援教育推進計画第一次実施計画」の策定 

・個に応じた教育内容の充実 

・都立特別支援学校の適正規模・適正配置 

・区市町村における特別支援教育の充実支援 

・都立高等学校等における特別支援教育推進体制の整備 

・特別支援教育を推進する教育諸条件、支援体制の整備 

平成１９年１１月 「東京都特別支援教育推進計画第二次実施計画」の策定 

・第一次実施計画に加え、以下の取組を推進 

・都立特別支援学校の教育諸条件の整備 

・一人一人を大切にする教育を推進するための都民の理解啓発の充実 

平成２２年１１月 「東京都特別支援教育推進計画第三次実施計画」の策定 

・全ての学校で実施する特別支援教育の推進 

・つながりを大切にした特別支援教育の推進 

・自立と社会参加をめざす特別支援教育の推進 

平成２４年４月 「特別支援教室モデル事業」の開始 

・目黒区、北区、狛江市、羽村市で平成２４年度～平成２６年度にかけて実施 

平成２７年１１月 「東京都教育施策大綱」の策定 

・障害のある子供たちの教育環境の充実 

・小・中・高校における発達障害のある子供達の教育環境の充実 

平成２８年２月 「東京都発達障害教育推進計画」の策定 

・全ての公立学校における発達障害教育の充実 

平成２９年１月 「東京都教育施策大綱」の改定 

・全学校で全ての子供たちが安心して学べる場の充実 

・障害ある子供たちの個性や可能性を伸ばす教育の充実 
 

平成２９年２月 「東京都特別支援教育推進計画（第二期）」の策定 

・特別支援学校における特別支援教育の充実 

・小学校、中学校及び都立高校等における特別支援教育の充実 

・変化・進化する社会に対応した特別支援教育の推進 

・特別支援教育を推進する体制の整備・充実 

平成３０年１０月「東京都障害者への理解促進及び差別解消の推進に関する条例」施行

平成３１年３月 「東京都教育ビジョン（第四次）」の策定 

・障害のある児童・生徒の能力を最大限に伸ばし、自立と社会参加・貢献を実現する

ための教育の充実 
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（３）市の取組経緯 

本市の主な取組 

平成１９年３月 「武蔵村山市特別支援教育推進計画」の策定 

・学校－家庭－地域及び関係機関と連携した特別支援教育の推進 

・就学相談体制の整備 

・特別支援教育に関する校内体制の整備と教員の専門性の向上 

・特別な教育的ニーズのある幼児・児童・生徒に対応した教育環境の整備 

平成１９年４月 「第八小学校（伸び伸び）」通級指導学級設置 

「第三中学校（7 組）」通級指導学級設置 

平成２０年７月 「平成 20・21 年度発達障害等支援・特別支援教育総合推進事業」（文

部科学省示達事業）地域指定 

 ・「連携協議会」、「専門委員会」、「巡回相談員」を設置 

平成２１年４月 「特別支援教育支援員」設置 

平成２２年３月 「第二次武蔵村山市特別支援教育推進計画」の策定 

 ・第一次計画の継承・推進 

平成２２年４月 「小中一貫校村山学園小学部（すくすく）」通級指導学級設置 

平成２３年９月 就学支援シート試行実施 
 

平成２３年１２月 「武蔵村山市特別支援教育推進組織検討委員会」設置 

 ・教育委員会事務局の組織体制について調査検討を実施 

平成２４年９月 「豊かな学校生活のために」就学支援シート本格実施 

平成２５年２月 「第三次武蔵村山市特別支援教育推進計画」の策定 

 ・第一次・第二次計画に加え、以下の取組を推進 

 ・共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育システムの構築 
 

平成２５年９月 「武蔵村山市特別支援教育ハンドブック」改訂第５版発行 

平成２６年４月 「介助員・特別支援教育支援員研修会」開始 

平成２７年１月 「特別支援学級緊急時通学タクシー事業」開始 
 

平成２７年２月 「第１回特別支援教育講演会」開催（協力：都立羽村特別支援学校）
 

平成２７年８月 「第２回特別支援教育講演会」開催 

（共催：東大和市、都立羽村特別支援学校）

平成２８年３月 「第四次武蔵村山市特別支援教育推進計画」の策定 

・第三次計画の継承・推進 
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本市の主な取組 

平成２８年４月 小学校特別支援教室開設 

「拠点校：小中一貫校村山学園小学部（すくすく）」 

        「巡回校：小中一貫校大南学園第七小学校（あおぞら）」 

「巡回校：雷塚小学校（そよかぜ）」        

平成２８年７月 「第３回特別支援教育講演会」開催 

（東大和市、都立羽村特別支援学校との共催）

平成２９年４月 小学校特別支援教室開設 

        「拠点校：第八小学校（伸び伸び）」 

「巡回校：第二小学校（ももの木）」 

「巡回校：第十小学校（くすのき）」 

平成２９年８月 「第４回特別支援教育講演会」開催 

（東大和市、都立羽村特別支援学校との共催）

平成３０年４月 小学校特別支援教室開設 

        「拠点校：第九小学校（えのき）」 

        「巡回校：第一小学校（わかすぎ）」 

        「巡回校：第三小学校（わかば）」 

 ※特別支援教室全小学校導入により、小中一貫校村山学園小学部及び第八小学校の

通級指導学級廃止 

平成３０年６月 「特別支援教育連携協議会」において、発達障害者（児）個別支援

ファイル「むさしむらやまマイファイル」（以下、「むさしむらやま

マイファイル」という。）検討開始 

平成３０年７月 「第５回特別支援教育講演会」開催 

（東大和市、都立羽村特別支援学校との共催）

平成３０年１１月 「武蔵村山市特別支援教育ハンドブック」改訂第６版発行 

平成３１年４月 中学校特別支援教室開設 

        「拠点校：第三中学校（サポート教室）」 

        「巡回校：小中一貫校村山学園中学部（サポート教室）」 

        「巡回校：小中一貫校大南学園第四中学校（サポート教室）」 

平成３１年４月 「むさしむらやまマイファイル」配布開始 

              （都立特別支援学校、市内特別支援学級在籍者へ配布）

令和元年７月 「第６回特別支援教育講演会」開催 

（東大和市、都立羽村特別支援学校との共催）

令和２年４月 中学校特別支援教室開設 

        「拠点校：第五中学校（サポート教室）」 

        「巡回校：第一中学校（特別支援教室）」 

令和２年８月 「第 7 回特別支援教育講演会」 

新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止 
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第２章 武蔵村山市特別支援教育推進の基本的な考え方 

 

１ 基本理念 

 

 特別支援教育推進上の本市の基本理念を、次のとおり定めます。 

 

 

 

 

 

 

 

２ 本計画の６つの指針 

 

本計画を策定し、特別支援教育を推進する上で基本となる６つの指針を次のとおり

定めます。 

 

 

 

 

幼児・児童・生徒の実態を把握し、児童・生徒一人一人の多様な教育的ニーズ

に対応できるよう学校・家庭・地域及び関係機関と連携を図りながら、ニーズに

沿った支援を充実します。 

 

 

 

 

障害のある子供が地域での生活基盤を形成することができるよう、各学校にお

いて、交流や共同学習を通じたインクルーシブ教育を推進するとともに、市民全

体の障害に対する理解の促進や心のバリアフリーの推進等による共生社会の実

現を目指します。  

 

 

 

 

教育、保健、医療、福祉、労働等の関係機関とのネットワークを充実させ、ラ

イフステージに応じた支援体制を整備し、将来の社会的自立に向けて児童・生徒

一人一人の能力を最大限に伸ばすための教育的支援を行います。 

 武蔵村山市では、特別な支援を必要とする幼児・児童・生徒一人一人の能力

を最大限に伸長するとともに社会的自立を図るため、乳幼児期から学校卒業ま

でのライフステージを見通し、学校・家庭・地域及び関係機関の連携により、

共生社会の実現に向けた特別支援教育を推進します。 

指針１ 学校・家庭・地域及び関係機関の連携による教育的支援の充実 

指針２ インクルーシブ教育と心のバリアフリーの推進を通じた共生社会の実現 

指針３ 特別支援教育支援体制の整備・推進 
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各学校において、組織的・継続的な支援を行うための校内体制等を確立すると

ともに、特別支援教育についての専門的な研修等による教員の専門性の向上を図

ります。 

 

 

 

 

本市の児童・生徒の実態に応じた教室・授業の形態等について検討するととも

に、多様化する教育的ニーズに対応できるよう教育環境の整備を推進します。 

 

 

 

 

気候変動がもたらす自然災害や、今後、発生が予想されている首都直下型地震

等に対して、自らの身の安全を確保し、適切な行動が取れるよう、各学校におい

て、児童・生徒の安全確保に向けた防災教育等を推進します。 

 

 

指針４ 特別支援教育に関する校内組織の整備・教員の専門性の向上 

指針５ 児童・生徒の個別教育ニーズに対応した教育環境の整備・推進 

指針６ 児童・生徒の安全確保に向けた防災教育の推進 
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第３章 武蔵村山市における特別支援教育の現状 

 

１ 特別支援学級等の児童・生徒の状況について 

 
 
本市には、市立小学校９校、市立中学校５校、計１４校があり、そのうち第四小

学校と第二中学校は小中一貫校村山学園（平成２２年４月開校）、第七小学校と第四

中学校は小中一貫校大南学園（平成２８年４月開校）となっています。  

市内計１４校中、特別支援学級（固定学級）は４校に設置され、通級指導学級は

１校、特別支援教室は全ての学校で設置されています。  
 

（１）特別支援学級（固定学級）における児童・生徒の状況等 

特別支援学級（固定学級）の在籍児童・生徒数及び学級数は以下のとおりであ

り、全体では、在籍児童・生徒数及び学級数ともに増加傾向となっています。特

に、令和元年度から令和２年度にかけて、新たに５学級増え、在籍児童・生徒数

も３８名増加しています。 

令和２年度の学校別の在籍児童・生徒数をみると、知的障害では、村山学園第

二中学校が６０人と最も多く、その他の小中学校では、概ね３０人前後となって

おり、自閉症・情緒障害は、第一小学校で１６人、雷塚小学校で１３人となって

います。 

 

 

学校名・種別 

在籍児童・生徒数（人） 学級数（学級） 

平成 

２８ 

年度 

平成

２９

年度

平成

３０

年度

令和

元 

年度

令和

２ 

年度

平成

２８

年度

平成 

２９ 

年度 

平成 

３０ 

年度 

令和

元 

年度 

令和

２ 

年度

第一小学校 

 
知的障害 21 23 23 23 26 3 3 3 3 4

自閉症・情緒障害 7 11 11 11 16 1 2 2 2 2

雷塚小学校 

 
知的障害 25 27 28 25 33 4 4 4 4 5

自閉症・情緒障害 13 10 12 12 13 2 2 2 2 2

第一中学校 

 知的障害 27 24 27 27 26 4 3 4 4 4

第二中学校（小中一貫校村山学園） 

 知的障害 25 27 24 38 60 4 4 3 5 8

市合計 118 122 125 136 174 18 18 18 20 25

東京都合計 9,537 9,850 10,323 10,878 11,587 1,707 1,803 1,895 1,622 1,723

 

  

表３-１ 特別支援学級（固定学級）の設置状況等 各年度５月１日現在

資料：武蔵村山市調べ
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学校区別 学校名 学級名 種別 学級数 開設 

小学校 

第一小学校 杉の子 
知的 ４ 昭和４２年４月

情緒等 ２ 平成７年４月

雷塚小学校 ひまわり 
知的 ５ 

昭和４９年４月
情緒等 ２ 

中学校 

第一中学校 I 組 知的 ４ 昭和５８年４月

第二中学校 

（小中一貫校村山学園）
Ｓ組 知的 ８ 昭和４４年４月

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）通常の学級における特別な支援を必要とする児童・生徒の状況等 

市内の通級指導学級は、第九小学校で設置されており、令和２年５月１日時点

の在籍児童・生徒数及び学級数は、難聴学級が１学級５名、言語障害学級が３学

級４１名となっています。 

特別支援教室は、令和２年度時点で市内全ての小中学校に設置され、在籍児童

・生徒数は、平成２８年度７３人と比較し、令和２年度２２４人と５年間で約三

図３-１ 特別支援学級（固定学級）マップ

資料：武蔵村山市調べ

令和２年５月１日現在表３-２ 特別支援学級（固定学級）一覧 
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倍に増加しています。  

また、令和２年４月に東京都が実施した「特別支援教室の実態把握及び検証に

係る運営状況調査」では、通常の学級に在籍する全児童・生徒に対して「発達障

害・情緒障害及びその可能性がある」と校長先生等が回答した児童・生徒の割合

は、本市小学校全体で１３．４％、中学校全体で１１．０％という結果が出てお

り、令和２年５月現在の特別支援教室に在籍している児童・生徒数の割合（小学

校４．９％、中学校１．４％）と比べると、小学校全体では８．５％、中学校全

体では９．６％の乖離
か い り

が生じています。 

こうしたことから、本市では、潜在的に特別な支援を必要とする児童・生徒が

相当数いるものと予想されることから、今後とも、各学校の特別支援教室の確保

にも留意していく必要があります。 
 

 

学校名・種別 

在籍児童・生徒数（人） 学級数（学級） 

平成 
２８ 
年度 

平成
２９
年度

平成
３０
年度

令和
元 

年度

令和
２ 

年度

平成
２８
年度

平成 
２９ 
年度 

平成 
３０ 
年度 

令和
元 

年度 

令和
２ 

年度

第九小学校 

 
難聴 8 8 7 8 5 1 1 1 1 1

言語 30 52 64 54 41 2 3 4 3 3

市合計 38 60 71 62 46 3 4 5 4 4

東京都合計 3,124 3,197 3,263 3,288 3,267 224 231 232 238 236

 

 
 

グループ 学校名 

在籍児童・生徒数（人） 
平成

２８年度
平成 

２９年度
平成 

３０年度 
令和 

元年度 
令和 

２年度

１ 

拠点校 
第四小学校 
（小中一貫校村山学園） 

30 45 39 40 41

 
巡回校

第七小学校 
（小中一貫校大南学園） 

5 9 15 18 28

巡回校 雷塚小学校 6 7 10 8 12

２ 

拠点校 第八小学校 18 11 8 16 19

 
巡回校 第二小学校 － 5 8 14 12

巡回校 第十小学校 － 8 15 17 15

３ 

拠点校 第九小学校 － － 3 11 30

 
巡回校 第一小学校 － － 4 10 15

巡回校 第三小学校 － － 9 19 23

４ 

拠点校 第三中学校 14 20 16 21 6

 

巡回校
第二中学校 
（小中一貫校村山学園） 

－ － － 3 4

巡回校
第四中学校 
（小中一貫校大南学園） 

－ － － 8 11

５ 
拠点校 第五中学校 － － － － 4

 巡回校 第一中学校 －  － － － 4

市合計 73 105 127 185 224

東京都合計 11,518 15,331 19,731 22,804 26,135

表３-３ 通級指導学級の設置状況等 各年度５月１日現在

表３-４ 特別支援教室の設置状況等 各年度５月１日現在

資料：武蔵村山市調べ

資料：武蔵村山市調べ
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調査項目  小学校  中学校  
通常の学級に在籍する全児童・生徒数  3,968 人 2,100 人

うち、校長先生等から見て、発達障害・情緒障害及びその可能性の

ある児童・生徒数・割合  
533 人 

(13.4％) 

232 人

(11.0％)

うち、特別支援教室（または通級指導学級）に入室している児童・

生徒数・割合  
193 人 

(4.9％) 

29 人

(1.4％)

 
 

 

学校区別 学校名 学級名 種別 学級数 開設 

小学校 第九小学校 
きこえと 

ことばの教室

難聴 １ 昭和５５年４月

言語 ３ 平成１４年４月

 

 

グループ 学校名 学級名 種別 担任数 開設 

１ 

拠点校 
第四小学校 

（小中一貫校村山学園） す く す く 

情緒等 

 

８ 

平成２２年４月

 
巡回校 

大南学園第七小学校

（小中一貫校大南学園） あ お ぞ ら 平成２８年４月

巡回校 雷塚小学校 そ よ か ぜ 平成２８年４月

２ 

拠点校 第八小学校 伸 び 伸 び 

５ 

平成１９年４月

 
巡回校 第二小学校 も も の 木 

平成２９年４月
巡回校 第十小学校 く す の 木 

３ 

拠点校 第九小学校 え の き 

７ 平成３０年４月
 

巡回校 第一小学校 わ か す ぎ 

巡回校 第三小学校 わ か ば 

 
 

グループ 学校名 学級名 種別 担任数 開設 

４ 

拠点校 第三中学校 サポート教室

情緒等 

２ 

平成１９年４月

 

※拠点校開始 

平成３１年４月

 

巡回校 
第二中学校 

（小中一貫校村山学園）
４ 組

巡回校 
第四中学校 

（小中一貫校大南学園）
サポート教室

５ 
拠点校 第五中学校 サポート教室

２ 令和２年４月
 巡回校 第一中学校 特別支援教室

 

  

表３-５ 特別支援教室の実態把握及び検証に係る運営状況調査における回答結果 

表３-６ 通級指導学級一覧 令和２年５月１日現在

表３-７ 小学校特別支援教室一覧 令和２年５月１日現在

表３-８ 中学校特別支援教室一覧 令和２年５月１日現在

資料：東京都調べ（令和２年４月「特別支支援教室の実態把握及び検証に係る運営状況調査」）
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図３-２ 通級指導学級・特別支援教室マップ 
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２ 武蔵村山市における特別支援教育推進体制 

 

（１）武蔵村山市教育委員会事務局における推進組織 

市教育委員会事務局では、平成２５年度からは、庶務的な事務を除き、主に教

育指導課が特別支援教育施策を推進してきました。現在の特別支援教育に係る事

務分掌については次のとおりとなっています。  
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）武蔵村山市特別支援教育連携協議会 

教育、保健、医療、福祉等の関係機関の連携により、教育上特別の指導・支援

を必要とする幼児、児童・生徒に対して、乳幼児期から義務教育終了までの各段

階において連続性のある適切な指導・支援を行うため、平成２０年度から武蔵村

山市特別支援教育連携協議会（以下「協議会」という。）を設置しています。 

   委員は、学識経験者、市立小学校長、同中学校長、都立特別支援学校の教諭、

都立多摩立川保健所の職員、東京小児療育病院の医師、市内保育園長、市内幼稚

園長、臨床心理士、障害福祉課長、健康推進課長、子ども青少年課長、児童担当

課長、子ども子育て支援課長、教育委員会事務局職員の１８人となっています。

年間２回の協議会を通して、本市の児童・生徒の特別支援教育の推進等について

教育総務課 

(１)児童・生徒の就学、転学、退学その他学籍に関すること。

(２)学齢簿の整備に関すること。 

(３)児童・生徒の教育扶助に関すること。 

特別支援教育推進組織図 

教育指導課 

(１)教育指導方針及び教育課程に関すること。 

(２)教科用図書及び教材に関すること。 

(３)教育相談に関すること。 

(４)就学相談に関すること。 

(５)特別支援教育に係る支援体制の推進・整備に関すること。

(６)特別支援学級に係る児童・生徒の通学に関すること。 

(７)特別支援学級の学級編制に関すること。 

(８)特別支援教育に係る普及啓発に関すること。 

(９)特別支援教育に係る各種委員会等に関すること。 

(１０)特別支援教育に係る児童・生徒の指導に関すること。 

(１１)教育センターに関すること。 

※特別支援教育に係る事務分掌
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協議・検討を行っています。 

  これまでの主な協議内容は、平成３０年度に「むさしむらやまマイファイル」

について具体的検討を実施、令和元年度に「特別に支援を要する子供を伸ばす為

の方策」について検討を行っております。 

  また、本計画策定時には、関係機関の意見聴取の場として、重要な役割を担っ

ています。 

 

（３）武蔵村山市特別支援教育専門委員会及び巡回相談員 

① 武蔵村山市特別支援教育専門委員会（以下「専門委員会」という。） 

   専門委員会は、市立学校に在籍する児童・生徒が、教育上特別の支援を必要

とする児童・生徒に当たるか否かの判断を行うとともに、教育上特別の指導・

支援を必要とする児童・生徒一人一人に対する適切な教育的対応の在り方につ

いて検討し、その結果を教育委員会に報告する役割を担っています。 

   委員は、学識経験者、都立特別支援学校の教諭、東京小児療育病院の医師、

市立小・中学校の教諭、専任相談員、教育特別相談員、臨床心理士、教育委員

会事務局の１８人となっており、指導主事を除く全委員が巡回相談員を兼務し

ている現状にあります。 

   巡回相談の経過等をもとに協議を行うほか、平成２９年度「学校生活支援シ

ートの活用について」、令和２年度は、「新しい生活様式に向けての指導方法を

見据えた教育の現状と課題について」「自閉症・情緒障害（固定学級）学級の

本市における現状と課題について」検討を行う等、専門的な見地からの指導及

び助言をいただいています。 
 

② 武蔵村山市特別支援教育巡回相談（以下「巡回相談」という。） 

   巡回相談は、相談員が学校を訪問する等して、行動観察等により児童・生徒

一人一人のニーズを把握し、必要とする支援の内容と方法について検討会等を

通じて明らかにするとともに、学級担任、特別支援教育コーディネーター、保

護者等との面談を行い、適切な助言を行う制度です。巡回相談員は、学識経験

者、東京小児療育病院の医師、臨床心理士、都立特別支援学校の教諭、市立小

・中学校の教諭、専任相談員、教育特別相談員の１９人となっています。 

   また、巡回相談員は、そのほとんどが武蔵村山市特別支援教育専門委員会の

委員を兼務し、一人一人に応じた支援体制の在り方について検討し、その結果

を、各学校の校長、学級担任、保護者等に助言する等、本市においては、巡回

相談と専門委員会とが一体となって機能しています。 

   巡回相談の件数は、ここ数年横ばいの状況にありますが、特別支援教育を推

進する上で、今後も巡回相談員の役割は一層重要になるものと考えられます。 
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 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

巡回相談の件数 ２７件 １１件 ２４件 １１件 １９件

 

 

（４）就学相談システム 

就学相談とは、特別な支援が必要な子供たちが、小学校や中学校に入学する際

に行う相談です。また、適切な教育が受けられるように、転学についての相談を

行うことも含まれています。 
 

① 武蔵村山市就学支援委員会（以下「就学支援委員会」という。） 

   就学支援委員会は、障害のある子供一人一人の障害の程度及び特性に応じた

就学先その他就学に係る必要な事項について調査審議し、教育委員会に報告す

る役割を担っています。 

   委員は、学識経験者、市内特別支援学級設置校の校長、東京小児療育病院の

医師、臨床心理士、都立特別支援学校の教諭、市立学校特別支援学級教諭、市

立学校通常学級の教諭、教育委員会指導主事の１７人となっています。 

   就学相談は年間を通じて行い、それらの相談経過を踏まえて、就学支援委員

会で審議します。年々相談件数等が増えてきていることから、その開催回数も

増加しています。 
 

② 武蔵村山市難聴学級・言語障害学級・情緒障害学級（特別支援教室）入級支

援委員会（以下「入級支援委員会」という。）  

   入級支援委員会は、障害のある幼児、児童・生徒一人一人の障害の程度、特

性等について専門的に調査審議し、難聴学級、言語障害学級又は情緒障害学級

（特別支援教室）に入級させることが適当と認められる幼児、児童・生徒につ

いて、教育委員会に報告する役割を担っています。 

   委員は、学識経験者のほか、市内特別支援教室拠点校及び通級指導学級設置

校の校長及び学級担任、臨床心理士、教育委員会指導主事の２６人となってい

ます。 

 
 

 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

就学相談員による

就学相談件数 
５０８件 ４５２件 ４７９件 ６４６件 ７０７件

 
 

 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

就学支援委員会の

開催回数(年間) 
９回 ９回 ９回 ９回 １１回

注）都立特別支援学校教諭である巡回相談員が実施した件数を含む。 

表３-９ 巡回相談件数の推移 

表３-１０ 就学相談員による就学相談件数の推移 

表３-１１ 就学支援委員会の推移 
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 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

入級支援委員会の

開催回数（年間） 
４回 ５回 ７回 ７回 ７回

 

（５）特別支援教育校内委員会 

特別支援教育校内委員会は、特別な支援を必要とする児童・生徒に対する全校

的な支援体制を整備するために、平成１８年度に市内全小・中学校に設置された

組織です。 

各学校では、特別支援教育コーディネーターを推進リーダーとした校内委員会

を中心に、学校組織全体で、校内における特別な支援を必要とする児童・生徒に

対する支援の充実に努めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（６）特別支援教育推進委員会 

特別支援教育推進委員会は、特別支援教育コーディネーター連絡会としても位

置付けられ、各校の情報交換のほか、特別支援教育に関する研修を通し、教員の

理解を深める機能を果たしています。 

  委員は、特別支援学級設置校校長、特別支援学級設置校副校長、各校の特別支

援教育コーディネーター、教育委員会指導主事の計１７人となっており、年間３

回開催されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

特別支援教育校内委員会に期待される役割 
 

①  特別な教育的支援の必要な児童・生徒への気付きの促進  
②  実態把握と支援方法の具体化  
③  保護者、関係機関と連携した「学校生活支援シート」の作成  
④  保護者、校内関係者と連携した「個別指導計画」の作成  
⑤  全教職員の共通理解・校内研修の推進役  

等  

特別支援教育コーディネーターに期待される役割 
 

①  校内の関係者や関係機関との連絡調整  
②  保護者に対する相談窓口  
③  通常学級の児童・生徒への理解啓発  
④  巡回相談員や専門委員会との連携  
⑤  副籍に関する推進役     

等

表３-１２ 入級支援委員会の推移 
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（７）「学校生活支援シート」、「個別指導計画」 

「学校生活支援シート」（平成２５年度に東京都教育委員会において、従来の「個

別の教育支援計画」を名称変更したもの）は、特別な教育的支援が必要な児童・

生徒一人一人のニーズを把握し、長期的な視点で、一貫した的確な指導・支援を

行うことを目的として作成されるものです。その作成に当たっては、児童・生徒

とその保護者を中心に、教育のみならず、医療、福祉、労働等の関係機関の密接

な連携協力を確保することが大切です。 

  また、「個別指導計画」は、児童・生徒の実態に応じて適切な指導を行うために

各学校で作成されるもので、一人一人の指導目標、内容、方法を明確にし、きめ

細かく指導するための計画です。 

  今後とも、特別支援学級だけでなく、通常の学級に在籍している児童・生徒の

指導・支援を含めて、一貫した的確な指導を実現するため、「学校生活支援シート」

及び「個別指導計画」を作成し、活用していく必要があります。 

 

 

 平成 

２７年度

平成 

２８年度 

平成 

２９年度 

平成 

３０年度 

令和 

元年度 

特別支援学級 

（固定学級） 

小学校 38 人 68 人 74 人 78 人 82 人

中学校 25 人 40 人 37 人 49 人 72 人

特別支援学級 

（特別支援教室）

小学校 16 人 83 人 97 人 110 人 149 人

中学校 0 人 3 人 3 人 6 人 15 人

通常の学級 
小学校 62 人 25 人 143 人 155 人 186 人

中学校 2 人 4 人 26 人 18 人 39 人

 
 

 平成 

２７年度 

平成 

２８年度 

平成 

２９年度 

平成 

３０年度 

令和 

元年度 

特別支援学級 

（固定学級） 

小学校 63 人 68 人 74 人 78 人 82 人

中学校 36 人 56 人 50 人 55 人 74 人

特別支援学級 

（特別支援教室）

小学校 32 人 100 人 134 人 154 人 198 人

中学校 20 人 20 人 14 人 17 人 27 人

通常の学級 
小学校 129 人 44 人 175 人 178 人 229 人

中学校 20 人 8 人 14 人 17 人 29 人

 

（８）「就学支援シート」の活用 

「就学支援シート」は、特に健康や人との関わり、様々な活動等で小学校等に

入学してからも何らかの特別な指導や支援が必要なお子さんについて、適切な情

報を小学校等へ引き継ぎ、円滑な学校生活が送れるようにすることを目的として、

保護者と保育所・幼稚園等就学前機関、療育機関等が協力して作成し、就学する

学校に引き継ぐものです。 

表３-１３ 「学校生活支援シート」作成人数の推移 

表３-１４ 「個別指導計画」作成人数の推移 
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  平成２３年度の試行実施を経て、平成２４年度から本格実施しています。 

  提出件数が減少傾向にあることから、今後、「就学支援シート」の活用をより

一層推進するために、保護者に対して十分な周知を図る必要があります。 
 
 

 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

「就学支援シート」

提出件数 
１２０件 １０８件 １１９件 １００件 ９６件

 

（９）教員研修会の実施 

特別支援教育に関する教員研修会は、各校の特別支援教育コーディネーターに

より構成される特別支援教育推進委員会、夏季休業中に開催される特別支援教育

研修会、年に１回開催される特別支援学級研修会等があります。 

これまで、校長、副校長、主幹教諭対象の各研修、全ての特別支援教育コーデ

ィネーターが参加した夏季教員研修、初任者教員対象の研修において、特別支援

教育に関する内容を位置付け、特別支援教育に係る校内組織体制の在り方等につ

いて理解を深めてきました。 

今後も、教員の理解を推進し、指導力の向上を図るため、研修を一層充実させ

る必要があります。 

 

（10）副籍制度の実施 

副籍制度は、都立特別支援学校の小学部及び中学部に在籍する本市の児童及び

生徒が、武蔵村山市立学校の小学校又は中学校に副次的な籍（副籍）を置いて、

市立学校との直接的・間接的な交流をすることにより、その居住地域とのつなが

りの維持・継続を図っていくことを目的として、平成１９年度から実施している

制度です。 

対象児童・生徒に学校だよりや学校行事の案内等を配布するとともに、行事や

学級活動、小学校における外国語活動等を通して、交流及び共同学習を行ってい

ます。 

今後とも、都立特別支援学校コーディネーターと副籍校の特別支援教育コーデ

ィネーター等の連絡体制を強化し、副籍制度の充実を図っていく必要があります。 

 
 

 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

副籍児童・生徒数 ２８人 ３５人 ３８人 ３８人 ３９人

  

表３-１５ 「就学支援シート」提出件数の推移 

表３-１６ 副籍児童・生徒数の推移 



21 

（11）交流及び共同学習の実施 

本市では、固定の特別支援学級設置校を中心に、特別支援学級に在籍する児童

・生徒と通常の学級に在籍する児童・生徒との交流及び共同学習を通して、全て

の児童・生徒が関わり合い、学び合う教育を目指してきました。 

文部科学省初等中等教育分科会・特別支援教育の在り方に関する特別委員会か

ら、平成２４年７月に示された「共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育シ

ステム構築のための特別支援教育の推進（報告）」には、「基本的な方向性として

は、障害のある子どもと障害のない子どもが、できるだけ同じ場で共に学ぶこと

を目指すべきである。その場合には、それぞれの子どもが、授業内容が分かり学

習活動に参加している実感・達成感を持ちながら、充実した時間を過ごしつつ、

生きる力を身に付けていけるかどうか、これが最も本質的な視点であり、そのた

めの環境整備が必要である。」と記載されています。 

今後とも、個別の教育的ニーズのある児童・生徒の自立と社会参加を見据え

て、各学校における交流及び共同学習を一層推進する必要があります。 
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３ 第四次武蔵村山市特別支援教育推進計画５年間の評価 

 
 

平成２８年３月策定の第四次計画における具体的な行動計画の達成状況につい

て、下記のとおりまとめました。 

 計画どおりの進捗状況のものを「◎達成」とし、計画の一部が達成されたものを

「○一部達成」として、その中に、継続的な検討が必要なものも含めました。また、

計画が未実施、あるいは未着手のものは「●未実施（未着手）」と示しています。 

 なお、表中の『方向』とは、本計画での位置付けを表したものです。 

 

（１）学校における特別支援教育推進に向けた具体的な行動計画 

具体的な施策 № 事業名 評価 方向

特 別 支 援 教 育 の視 点 を明

確にした学校経営 
① 

学 校 経 営 方 針 への位 置 付 け、推 進 状 況 の

把握及び進行管理 
◎ 継続

特 別 支 援 教 育 校 内 体 制 の

整備 

② 
特別支援教育校内委員会の校務分掌への

位置付け 
◎ 継続

③ 校内研修の充実 ○ 継続

④ 特別支援教育校内研修手引の作成 ○ 継続

⑤ 特別支援教育推進委員会の実施 ◎ 継続

「就学支援シート」の活用 ⑥ 
「就学支援シート」の活用 ◎ 継続

実態把握調査・分析 ◎ 継続

「学 校 生 活 支 援 シート」等

の作成と活用 

⑦ 
「学校生活支援シート」の作成と活用 ○ 継続

実施状況調査・分析 ○ 継続

⑧ 
「個別指導計画」の作成と活用 ○ 継続

実施状況調査・分析 ○ 継続

⑨ 保護者への説明の実施 ○ 継続

通 常 の学 級 に在 籍 する発

達 等 に課 題 のある児 童 ・生

徒 に 対 す る 個 別 指 導 ・ 支

援の充実 

⑩ 
通 常 の学 級 に在 籍 する発 達 等 に課 題 のあ

る児童・生徒等への指導・支援 
○ 拡充

⑪ 小学校への特別支援教室の導入 ◎ 完了

交流及び共同学習の推進 ⑫ 交流及び共同学習 ○ 継続

都 立 特 別 支 援 学 校 と連 携

した教育の推進 
⑬ 都立特別支援学校と連携した教育 ○ 継続

都 立 特 別 支 援 学 校 及 び特

別 支 援 学 級 の児 童 ・ 生 徒

間の交流の促進 

⑭ 

都立特別支援学校及び特別支援学級の

児童・生徒間の交流 

 ・伸びゆく子供展 

 ・特別支援学級交流会 等 

○ 継続

通 常 の学 級 及 び特 別 支 援

学 級 に お ける 授 業 改 善 の

推進 

⑮ 

通 常 の学 級 及 び特 別 支 援 学 級 における授

業改善 
○ 拡充

特別支援学級「授業改善推進プラン」 ● 拡充
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「学校における特別支援教育推進に向けた具体的な行動計画」については、着実

に計画を推進しているところですが、「学校生活支援シート」の作成・活用では、特

別支援学級設置校・特別支援教室拠点校では、在籍する全ての児童・生徒の「学校

生活支援シート」が作成・活用されたものの、通常学級に在籍する児童・生徒につ

いては、全ての学校で作成・活用することができなかったことから、今後、関係機

関との連携を強化し、切れ目のない支援の充実を図るため、通常学級に在籍する児

童・生徒の「学校生活支援シート」の作成率の向上を図る必要があります。 

また、通常の学級及び特別支援学級（固定学級）における授業改善では、全ての

通常学級で「授業改善推進プラン」を作成し、取組を推進してきましたが、今後は、

「授業改善推進プラン」に特別支援教育の視点を取り入れる等、通常学級における

更なるユニバーサルデザイン化を促進していくとともに、特別支援学級における「授

業改善推進プラン」を作成し、児童・生徒一人一人の困難さに応じた指導の充実・

強化に努めていく必要があります。 

特別支援教室は、令和２年度で全ての小中学校への設置が完了しましたが、今後

も特別な支援を要する児童・生徒が増加すると予想されることから、各学校の特別

支援教室の確保に留意するとともに、通級指導での効果が認められない中学生に対

する支援先（中学校における自閉症・情緒障害特別支援学級設置等）について検討し

ていく必要があります。 

 

（２）教育委員会における特別支援教育推進に向けた具体的な行動計画 

具体的な施策 № 事業名 評価 方向 

教 育 委 員 会 事 務 局 内 の組

織体制の整備 
⑯ 組織内連携体制の強化 ○ 廃止 

特 別 支 援 教 育 関 係 会 議 等

の推進 
⑰ 

特 別 支 援 教 育 関 係 会 議 及 び巡 回 相 談 の

実施 
◎ 継続 

支援体制の整備 

⑪ 小学校への特別支援教室の導入【再掲】 ◎ 完了 

⑱ 介助員・特別支援教育支援員の配置 ◎ 継続 

⑲ スクールカウンセラーの活用 ◎ 継続 

⑳ 
特 別 支 援 学 級 緊 急 時 通 学 タクシー事 業 の

実施 
○ 継続 

特 別支 援 教 育コーディネー

ターの養成、教員研修の充

実 

㉑ 特別支援教育コーディネーター研修の実施 ○ 継続 

㉒ 特別支援教育に関する研修会の実施 ◎ 継続 

保護者等への理解・啓発 

㉓ 特別支援教育講演会の開催 ◎ 継続 

㉔ 特別支援教育啓発パンフレット等の作成 ◎ 継続 

㉕ ホームページや広報誌を活用した情報発信 ◎ 拡充 

副籍制度の実施 
㉖ 副籍制度の実施 ◎ 拡充 

㉗ 副籍制度連絡体制の構築 ○ 継続 

自 閉 症 ・ 情 緒 障 害 特 別 支

援学級の整備 
㉘ 自閉症・情緒障害学級の整備 ● 継続 
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「教育委員会における特別支援教育推進に向けた具体的な行動計画」についても

着実に計画を推進してきましたが、自閉症・情緒障害特別支援学級の整備について

未着手であり、早急に検討し、速やかに対応する必要があります。 

また、「教育委員会事務局内の組織体制の整備」については、教育委員会事務局に

おける特別支援教育に関する事務分掌の見直しにより、特別支援教育推進に係る事

務を教育指導課に集約したことで、庁内、外部機関等と連携した一体的な特別支援

教育の推進体制が確保されたことから、本計画では施策を廃止することとしました。 

その他の各施策については、引き続き、拡充または継続して取り組み、教育委員

会における特別支援教育の更なる深化・推進を図っていく必要があります。 
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第４章 武蔵村山市特別支援教育推進における具体的な施策 
 

１ 施策の体系 
 
  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
  

理念 指針 具体的な施策 

共
生
社
会
の
実
現 

(１) 都立特別支援学校と連携した教育の推進 

(２) 特別支援教育関係会議等の推進 

(３) 交流及び共同学習の推進 

(４) 都立特別支援学校及び特別支援学級の児童

・生徒間の交流の促進 

(５) 副籍制度の充実による交流活動の推進 

(６) 障害のある人との交流の推進 

(７) 障害者スポーツを通した障害者理解教育の

推進 

(８) 学校教育における「心のバリアフリー」の

理解の促進

(９) 心のバリアフリーに関する周知と理解の促

進 

(10) 特別支援教育に関する周知と理解の促進 

(11) 人権教育の推進 

(12) 未就学児童及び学齢児童・生徒の支援の連

携 

(13) 教育・福祉・家庭の連携による支援体制の

推進 

(14) 乳幼児期における支援体制の推進 

(15) 特別支援教育の視点を明確にした学校経営 

(16) 特別支援教育校内体制の整備 

(17) 通常学級に在籍する発達等に課題のある児

童・生徒への個別指導・支援の充実 

(18) 通常の学級及び特別支援学級における授業

改善の推進 

(19) 教育委員会における支援体制の継続 

(20) 教員研修の充実及び特別支援教育コーディ

ネーターの養成 

(21) 自閉症・情緒障害特別支援学級の設置 

(22) 校内におけるＩＣＴの活用 

(23) 災害時における安全確保の推進 

● 

幼
児
・
児
童
・
生
徒
一
人
一
人
の
能
力
を
最
大
限
に
伸
長
す
る 

● 

社
会
的
自
立
を
促
進
す
る 

● 

学
校
・
家
庭
・
地
域
及
び
関
係
機
関
の
連
携 

指針２  

インクルーシブ教育と

心のバリアフリーの推

進を通じた共生社会の

実現 

指針３ 

特別支援教育支援体制

の整備・推進 

指針４ 

特別支援教育に関する

校内組織の整備・教員

の専門性の向上 

指針５ 

児童・生徒の個別教育

ニーズに対応した教育

環境の整備・推進 

指針６ 

児童・生徒の安全確保

に向けた防災教育の推

進 

指針１  

学校・家庭・地域及び

関係機関の連携による

教育的支援の充実 
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２ 特別支援教育推進に向けた具体的な行動計画 
 

 

 

（１）都立特別支援学校と連携した教育の推進 

特別支援学級における教育内容の充実を図るために、センター校である都立羽

村特別支援学校から、様々な指導・助言をいただきながら、授業改善を推進して

きました。また、同特別支援学校及び都立村山特別支援学校の教員（コーディネ

ーター等）には、特別支援教育連携協議会の委員を委嘱し、本市における特別支

援教育施策の立案に際しても助言をいただいているほか、本市の特別支援教育専

門委員会委員や巡回相談員等についても委嘱し、特別支援学級のみならず通常の

学級に在籍する児童・生徒に対するアセスメント、教員への助言、保護者への対

応等、多岐にわたって高い専門性を生かした連携を図っています。  
今後とも、多様化する児童・生徒の発達の課題等に対応するため、各学校、教育

委員会と都立特別支援学校との連携による一貫性ある支援体制の強化を図ります。 
 
 

項  目 
令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

①都立特別支援学校と連携した教育 実施     

 

（２）特別支援教育関係会議等の推進 

組織体制の整備に合わせ、平成２５年度から特別支援教育関係会議（連携協議

会、専門委員会、就学支援委員会、入級支援委員会）の窓口一本化、一体的な会議

運営を実施しています。  
令和３年度以降についても、新しい生活様式を取り入れ、引き続き、特別支援

教育推進体制の充実に努めていきます。特に、入級支援委員会については、特別

支援教室の設置に対応して、効率的かつ効果的な運営を図っていきます。  
また、学識経験者、医師、臨床心理士、特別支援教育コーディネーター、市立学

校の教諭、就学相談員等で構成された巡回相談を実施し、教員等に対して、特別

な教育的支援が必要な児童・生徒の指導内容や方法及び児童・生徒一人一人に応

じた支援体制の在り方等について、適切な助言を行っていきます。  
 
 

項  目 
令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

②特別支援教育関係会議の実施 実施     

③巡回相談の実施 実施     

 

 

指針１ 学校・家庭・地域及び関係機関の連携による教育的支援の充実 

学 校

教育部 拡充
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（３）交流及び共同学習の推進 

特別支援学級に在籍する児童・生徒と通常の学級に在籍する児童・生徒との交

流及び共同学習は、双方の児童・生徒に対して、共生社会の形成に向けた多様性

を尊重する心や豊かな人間性を育てる上で、大きな意義があります。 

本市においても、固定の特別支援学級設置校では、同学級に在籍する児童・生

徒が、交流学級（通常の学級）での学習や給食、行事等に参加する等、日常の教育

活動の様々な場面で、交流及び共同学習が行われてきました。 

今後とも、インクルーシブ教育の推進と、個別の教育的ニーズのある児童・生

徒の自立と社会参加の実現にむけて、これまで以上に多様で柔軟な教育課程の中

で、可能な限り、交流及び共同学習を推進していく必要があります。 

その際、各学校は一人一人の児童・生徒の指導・支援に必要な「合理的配慮」の

視点に立ち、学校生活（朝の会・帰りの会、休み時間、給食時間、係や当番活動

等）、学習及び学校行事の諸場面ごとに、どのような工夫により交流及び共同学習

が可能となるのか、十分に検討することが大切です。 

また、通常の学級と特別支援学級の双方の教育課程に、交流及び共同学習を位

置付けるとともに、「個別指導計画」には、事前・事後の指導や支援の在り方を含

めて、一人一人の児童・生徒の実態に応じた交流及び共同学習の在り方を明記す

ることが欠かせません。 

さらに、交流及び共同学習が成立するための環境の整備として、交流学級に、

常時、特別支援学級に在籍する児童・生徒の机、椅子、ロッカー等を配置してお

いたり、同学級の児童・生徒名も含めた学級名簿を準備しておいたりすることに

より、同学級の児童・生徒の所属感や自己有用感を高める工夫が大切です。 

また、交流及び共同学習を推進するに当たっては、特別支援学級及び通常の学 

級の担任はもとより、学校組織全体で適切に役割分担をしながら、児童・生徒の

指導・支援が、適切に行われるよう配慮し、引き続き実施していくとともに、特

に特別支援学級設置校内における交流及び共同学習を推進していきます。 
 
 

項  目 
令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

④交流及び共同学習 実施     

 

（４）都立特別支援学校及び特別支援学級の児童・生徒間の交流の促進   

 

本市で、１１月から１２月に開催される「伸びゆく子供展（本市特別支援学級

（固定学級）に在籍する児童・生徒及び都立村山特別支援学校の児童・生徒の作

指針２ インクルーシブ教育と心のバリアフリーの推進を通じた共生社会の実現 

学 校

学 校
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品展）」は、市役所ロビーで開催後、市内全小・中学校において巡回展示を行って

おり、作品を通じた交流の場となっています。 

また、市立中学校５校の生徒会が都立村山特別支援学校と交流することを目的

として開催される「６校交流会」や、近隣校である雷塚小学校における定期的・

継続的な交流をはじめ、各小・中学校の学校行事等における同特別支援学校との

交流プログラム等、地域の特別支援学校の児童・生徒と市立小・中学校の児童・

生徒との交流については、交流及び共同学習や副籍制度を推進する視点から、こ

れからも一層大切な取組となってきます。 

さらに、本市特別支援学級（固定学級）に在籍する児童・生徒が一堂に会して、

毎年１１月に実施される「特別支援学級交流会」は、児童・生徒同士のふれあい

の場のみならず、日頃の学習の成果を発揮する場として、大変意義のある機会と

なっています。 

今後とも、多様な学びの場としての児童・生徒間の交流を推進していきます。 
 
 

項  目 
令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

⑤都立特別支援学校及び特別支援学

級の児童・生徒間の交流 
実施     

 

（５）副籍制度の充実による交流活動の推進 

副籍制度とは、都立特別支援学校の小学部・中学部に在籍する児童・生徒が居

住する地域の小・中学校（地域指定校）に副次的な籍（副籍）をもち、直接的・間

接的な交流を通じて、居住する地域とのつながりの維持・継続を図る制度です。 

  副籍制度により、居住する地域の中で、児童・生徒の相互理解が進み、「豊か

な心の育成」につながること等が期待されます。そのため、都立特別支援学校に

在籍している児童・生徒及び保護者に対して、ホームページ等を活用した副籍交

流の周知を図り、地域との絆を育むことができるように支援していきます。 

  また、各学校の特別支援教育コーディネーターで構成する「特別支援教育推進

委員会（令和３年度から、特別支援教育コーディネーター連絡会（仮称）に移行）」

に副籍児童・生徒が在籍する都立特別支援学校のコーディネーターを招請する等、

引き続き、副籍制度に関する連絡体制の強化を図り、共生社会の実現に向けた教

育システムの構築を推進していきます。 
  

項  目 
令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

⑥副籍制度の実施 実施     

⑦副籍制度連絡体制の強化 実施     

 
  

拡充 教育部
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（６）障害のある人との交流の推進 

小・中学校等が福祉施設等と連携して行う障害のある人との交流は、交流及び

共同学習と同様の意義を有するほか、地域社会の中で、障害のある人と助け合い

支え合うことを学ぶ機会となります。 

また、学校卒業後における障害のある人の学びの一環として、地域の小・中学

校等における児童・生徒等との交流を促すことは、児童・生徒等にとって「心の

バリアフリー」を学ぶ機会となるのみならず、障害のある人にとっても、地域と

つながりをもち、社会参加する絶好の機会となります。 

そのため、教育委員会を中心に、学校や障害のある人の生涯学習や文化、スポ

ーツ活動を推進する庁内各部局との連携を推進するとともに、障害のある人やそ

の支援等に関わる社会福祉事業を実践している社会福祉法人や社会福祉協議会、

障害者スポーツや文化芸術等の関係団体等とのネットワークを形成することで、

障害のある人との交流の機会の創出を図ります。 
 
 

項  目 
令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

⑧障害のある人との交流機会の創出 実施     

 

（７）障害者スポーツを通した障害者理解教育の推進  

 

スポーツは、健全な身体と豊かな心を育むことに寄与するだけでなく、協調性

や積極性の涵養
かんよう

、相互理解の推進等、多面的な教育効果が期待されます。 

特に、特別支援教育においては、障害のある児童・生徒の健やかな身体と心を

育むとともに、積極的に他者と関わり、自立と社会参加に向けた素養を涵養
かんよう

して

いけるよう、そして、障害のある児童・生徒と障害のない児童・生徒がスポーツ

を通じて互いに理解を深められるよう、障害者スポーツの普及を図っていくこと

が重要です。 

そのため、体育の授業等を通した様々な場面における障害者スポーツの体験や

交流を充実させ、障害者スポーツを通した障害者理解教育の推進を図ります。 
 
 

項  目 
令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

⑨障害者スポーツを通した障害者理

解教育の推進 
実施     

 

  

新規

新規 教育部 健康福祉部

教育部 学 校 
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（８）学校教育における「心のバリアフリー」の理解の促進 

 

平成２９年２月、国のユニバーサルデザイン２０２０関係閣僚会議において、

学校における「心のバリアフリー」の教育を展開するための具体的施策として、

「ユニバーサルデザイン２０２０行動計画」が取りまとめられました。 

本市においても、これまで交流及び共同学習等を通した「心のバリアフリー」

に関する教育を推進してきましたが、今後は、こうした国の新たな計画の内容等

を踏まえ、全ての児童・生徒に対して「心のバリアフリー」に関する指導を推進

するとともに、教員研修会等を通して、教員の「心のバリアフリー」に関する理

解の促進を図ります。 
 
 

項  目 
令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

⑩児童・生徒に対する「心のバリアフ

リー」に関する指導 
実施 

    

⑪教員への「心のバリアフリー」に関

する理解の促進 
実施 

    

 

（９）心のバリアフリーに関する周知と理解の促進 

社会には 多様な人が存在し、その中には様々なバリアにより社会参加が困難な

人がいますが、性別や年齢、障害等に応じた必要な配慮が行われることより、バ

リアが取り除かれ、社会参加が可能となります。 

このバリアを取り除くためには、施設や設備等のハード面や、多様な手段によ

る情報提供等の情報面の環境整備に加えて、困っているときは、お互いに支え合

おうとする人々の配慮や気遣いが必要です。 

平成２９年３月の学習指導要領の改訂において、学校教育における心のバリア

フリー化の推進が図られましたが、心のバリアフリーを地域全体に広げていくた

めには、学校教育のみならず、保護者や市民全体への周知と理解の促進が必要と

なります。 

そのため、心のバリアフリー啓発パンフレットを作成し、幅広く保護者や市民

への周知と理解の促進を図ります。 
 
 

項  目 
令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

⑫心のバリアフリー啓発パンフレット

の作成 
実施     

  

新規

新規 

教育部 学 校 

教育部 
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（１０）特別支援教育に関する周知と理解の促進 

共生社会の実現に向けては、障害のある児童・生徒と障害のない児童・生徒の

相互理解はもとより、未来を担う子供を育てる教員や保護者を含め、より多くの

人々に対して特別支援教育に関する理解啓発を図っていく必要があります。 

そのため、新しい生活様式を考慮した新しい講演会の運営方法を検討した上で、

引き続き、多くの人々に対して特別支援教育に関する理解・啓発を行うとともに、

「就学支援シート」、「学校生活支援シート」、「個別指導計画」の意義や活用方法

について、保護者に対して、時期を捉えて情報提供を行います。 

また、国や都の動向を踏まえ、特別支援教育啓発パンフレット等を改訂し、未

就学児の保護者に対して最新の情報を提供する等、早い段階から特別支援教育に

ついての理解・啓発を図るとともに、幅広く市民に対して特別支援教育に関する

情報提供を行うため、ホームページや広報誌への掲載内容の工夫や、より効果的

な情報発信の在り方等について検討を行います。 

その他、発達障害に対応して、特別な支援を在籍校で受けることができる特別

支援教室について、保護者の理解を深めるため、説明会の実施を検討するととも

に、必要に応じて、特別支援教室に関するリーフレットの作成・配布を行います。 
 

項  目 
令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

⑬特別支援教育講演会の開催 実施     

⑭特別支援教育啓発パンフレット等

の作成 
実施 

    

⑮ホームページや広報誌を活用した

情報発信 
実施 

    

 

（１１）人権教育の推進 

心のバリアフリーや特別支援教育に関する周知と理解の促進を図るとともに、

人権意識の高揚や道徳教育を推進していくことも必要となります。 

そのため、学校・家庭・地域、関係機関と連携し、児童・生徒にいじめは絶対許

されないことを徹底して指導するとともに、あらゆる偏見や差別をなくすため、

全ての教育活動を通して人権教育を推進します。 

また、学校・家庭・地域がそれぞれの役割を発揮し、相互の緊密な連携のもと、

地域ぐるみで、児童・生徒一人一人を見守り、育てる環境を整備するとともに、

道徳的実践活動を通し、心の教育の充実を図ります。 
  

項  目 
令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

⑯人権尊重の精神を涵養
かんよう

する取組の

推進 
実施 

    

⑰心の教育の充実 実施     

拡充 教育部

新規教育部 学 校
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（１２）未就学児童及び学齢児童・生徒の支援の連携 

「就学支援シート」は、子供たち一人一人が豊かで楽しい学校生活を送ること

ができるようにするために、保護者と保育所・幼稚園・療育機関等が協力して作

成し、就学する学校に引き継ぐものです。 

本計画においても、引き続き、「就学支援シート」の制度の周知及び活用による、

入学期の指導・支援の充実を図るとともに、学齢期を通じて一貫した支援を行う

ために作成する「学校生活支援シート」や、障害の実態や発達段階に応じた、指

導目標等を教科全般にわたって作成する「個別指導計画」の作成につなげること

で、一人一人のニーズにあったきめ細やかな指導につなげていきます。 

また、切れ目のない支援の充実を図るため、「学校生活支援シート」の一元化・

データベース化等について検討を進めるとともに、各校において、特別支援教育

に関する自校の方針や具体的な指導や支援の在り方について、保護者等に説明し、

理解の促進を図っていきます。 
 
 

項  目 
令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

⑱「就学支援シート」の活用 実施     

 ○実態把握調査・分析・周知 実施     

⑲「学校生活支援シート」の作成と

活用 
実施 

    

 ○実態状況調査・分析・周知 実施     

⑳「個別指導計画」の作成と活用 実施     

 ○実態状況調査・分析・周知 実施     

㉑保護者への説明の実施 実施     

 

（１３）教育・福祉・家庭の連携による支援体制の推進 

 

特別支援教育は、障害のある幼児・児童・生徒の自立や社会参加に向けた主体的

な取組を支援するという視点に立ち、適切な指導及び必要な支援を行うものであり

ます。そのためには、各関係する機関または関係部局の間で必要な連携を強化する

ことにより、適切な支援を行います。また、国では、行政分野を超えた切れ目のな

い連携を推進することを目的として、平成３０年３月、「家庭と教育と福祉の連携

『トライアングルプロジェクトチーム』を発足しました。本市においても、要保護

児童対策地域協議会等の連携を促進するとともに、放課後等デイサービスや保育所

特別支援教育支援体制の整備・推進 指針３ 

新規 

学 校 

健康福祉部 子ども家庭部

重点 
事業  教育部
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等訪問支援事業を含む障害のある子供に係る福祉制度について、教員研修会などを

活用し、福祉部局や障害児通所支援事業所等が説明する機会を設けるなど、障害の

ある子供に係る福祉制度の教員への周知を促進します。  

  その他、乳幼児期から学齢期に至るまでの各段階で、保護者が孤立感・孤独感を

感じることなく、必要な支援が受けられるよう、関係機関との連携のもと、相談窓

口の一元化と分かりやすい情報提供のあり方について検討を進めるとともに、保護

者同士の交流機会や専門家による相談機会の充実を図ります。  

また、障害のある方等が「乳幼児期」「学齢期」「成人期」に渡って、相談機関

や医療機関での記録や成育歴等に関する情報を集約するツール（むさしむらやまマ

イファイル）を活用することで、就学時や就労時に支援やサービスを円滑に受けら

れるよう、今後も制度の周知を図ります。  
 
 

項  目 
令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

㉒むさしむらやまマイファイルの活

用 
実施     

㉓要保護児童対策地域協議会等の活

用による関係部局の連携 
実施     

㉔教員への福祉制度の周知 実施     

㉕相談窓口の一元化と保護者への分

かりやすい情報提供 
実施     

㉖保護者同士の交流や専門家による

相談の実施 
実施     

 

（１４）乳幼児期における支援体制の推進 

学齢期において児童・生徒が安心して学校に通うことできるためには、関係機

関の連携のもと、乳幼児期から学校卒業までのライフステージに応じた切れ目の

ない支援を推進することが必要となります。 

そのため、３～４か月児、１歳６か月児、２歳児（歯科）及び３歳児について乳

幼児健康診査を実施し、疾病や発達の遅れの早期発見に努めるとともに、「就学支

援シート」を通して、入学期の指導・支援が確実に行われるよう関係機関の連携

を促進します。また、保育所や幼稚園に在籍する発達障害を有すると思われる児

童等について、相談員（学識経験者・臨床心理士）が状況等を観察した上で、関係

職員に具体的な指導方針等について助言や相談を行うとともに、「就学支援シー

ト」を通して学校に引き継ぐことで、学齢期の適切な指導につなげていきます。 
 
 

項  目 
令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

㉗乳幼児健康診査の実施 実施     

㉘保育所等巡回指導・相談事業の推
進 

実施     

新規 子ども家庭部

重点 
事業 
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（１５）特別支援教育の視点を明確にした学校経営 

特別支援教育の推進に当たっては、全ての校長がリーダーシップを発揮し、特

別支援教育の視点を明確にした学校経営を行っていくことが大切です。それは、

特別な支援が必要な児童・生徒への指導について、校長を責任者として、教職員

が協力し合い、学校全体で組織的、計画的に進めることにつながります。 

そこで、学校経営方針に自校の特別支援教育の考え方や方針を明示するととも

に、教育委員会においても、各校の学校経営方針及び教育課程への特別支援教育

の位置付けに関する指導・助言や、「学校生活支援シート」や「個別指導計画」等

の作成状況を確認し、特別支援教育に係る授業改善を推進していくことが必要で

す。 

今後も、各学校の学校経営方針や教育課程に特別支援教育の視点を明確に位置

付けることはもとより、特別支援教育の一層の充実を図るため、国や都の動向を

確認しながら、インクルーシブ教育や合理的配慮の実践も含め、教職員の特別支

援教育に対する理解を深めるとともに、児童・生徒や保護者が特別支援教育の意

義と必要性を理解できるよう、様々な機会に継続的に意識啓発を図っていきます。 
  

項  目 
令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

㉙学校経営方針への位置付け、推進

状況の把握及び進行管理 
実施     

 

（１６）特別支援教育校内体制の整備 

全校的な支援体制を整備するために、特別支援教育校内委員会を全校に設置し、

校務分掌に位置付けています。特別支援教育の全校体制を確立するに当たっては、

校内委員会に期待される役割が大きいことから、特別支援教育コーディネーター

を中心とした校内委員会を推進する等、より一層機能の充実を図るとともに、学

校全体での情報共有・連携体制の強化を図ります。また、教育委員会において、

毎年度、校内委員会の開催状況や内容を確認します。 
 
 

項  目 
令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

㉚特別支援教育校内委員会の校務分

掌への位置付け 
実施     

 

（１７）通常学級に在籍する発達等に課題のある児童・生徒への個別指導・支

援の充実 

個別の教育的指導・支援を必要とする通常の学級に在籍する児童・生徒に対し

指針４ 特別支援教育に関する校内組織の整備・教員の専門性の向上 

拡充

学 校

学 校

学 校 
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ては、所属する学級における一斉指導に加えて、社会性を身に付けさせたり、基

礎的・基本的な学力の定着を図るための個別の指導や支援を充実させることが求

められています。 

そうした児童・生徒に対しては、各学校において、これまでも、一斉指導の中

で支援員等を配置して対応したり、別室で教職員が個別に対応したりする等の工

夫により、適宜、指導・支援を行ってきました。 

また、巡回相談における助言や、特別支援教育校内委員会における協議等を通

して、一人一人の児童・生徒の実態を踏まえ、早い段階から、組織的・計画的に、

個別の指導・支援を行ってきました。 

今後は、巡回相談の実施回数を増やす等、より早い段階から、組織的・計画的

に個別の指導・支援につなげていく必要があります。 

学校は、保護者の理解を十分に得ながら、通常の学級に在籍する個別の教育的

支援の必要な児童・生徒に対して、「一斉指導における学級担任等による支援」、

「一斉指導における複数指導者による支援」、「一斉指導における支援員等による

支援」、「別室での個別指導・支援」等について、場面と支援内容を工夫しながら、

「学校生活支援シート」や「個別指導計画」を作成していきます。 

また、児童・生徒の実態に応じて、「特別支援教室における個別指導・支援」を

行うことができるようにするため、入級支援委員会や巡回指導教員等と連携を図

ることも大切です。 

現在、本市では、「東京都発達障害教育推進計画（平成２８年２月）」及び「東京

都特別支援教育推進計画（第二期）・第一次実施計画（平成２９年２月）」に基づ

き、公立小中学校全校に特別支援教室を設置したことで、児童・生徒が必要な支

援を自校で受けられるとともに、担任と巡回指導教員との連携強化により、児童

・生徒一人一人の状況に応じたきめ細やかな教育を推進します。 

今後は、特別支援教室の円滑な運営と中学校における情緒固定学級開設等につ

いての検討を進めていく必要があります。 
 
 

項  目 
令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

㉛通常の学級に在籍する発達等に課

題のある児童・生徒等への指導・支

援 

実施 
    

㉜特別支援教室の運営 実施 
    

 

（１８）通常の学級及び特別支援学級における授業改善の推進 

 

本市での特別支援教育の推進に当たっては、一人一人の児童・生徒が、日々の

授業を通じて、「できた」、「分かった」、「もっとやりたい」等、達成感や自己有用

拡充 学 校

重点 
事業  
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感を持てるようにすることが、最も重要な視点であることを忘れてはなりません。

発達の課題等により、これまで一斉指導では十分に能力を発揮できなかった児童

・生徒の中に、教員が授業を改善することにより、集中して学習に取り組み、学

力を定着させることができるようになる例もあると考えられます。 

通常の学級における授業に際しても、児童・生徒の実態を踏まえて、分かりや

すい指示や発問、理解を促す板書の在り方、視覚を重視した教材の提示等、特別

支援教育の視点を取り入れて、授業を改善、工夫することが極めて重要です。 

本市においては、毎年度「児童・生徒の学力向上を図るための調査」の結果等

を踏まえて、「授業改善推進プラン」を作成しているところですが、今後も、特別

支援学級の教員等の助言を参考にする等して、特別支援教育の視点をもった環境

の整備及び指導方法の共通認識を図るための周知方法について検討を進めます。 

また、小・中特別支援学級においても、令和３年度から「授業改善推進プラン」

を作成し、授業のユニバーサルデザイン化を推進します。 
 
 

項  目 
令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

㉝通常の学級及び特別支援学級にお

ける授業の改善 
実施 

    

㉞特別支援学級「授業改善推進プラ

ン」 
実施 

    

 

（１９）教育委員会における支援体制の継続 

「東京都発達障害教育推進計画（平成２８年２月）」及び「東京都特別支援教育

推進計画（第二期）・第一次実施計画（平成２９年２月）」に基づき、令和２年度ま

でに公立小中学校全校に「特別支援教室」が設置され、児童が必要な支援を自校

で受けられるとともに、担任と巡回指導教員との連携が図られました。 

今後は、中学校における情緒固定学級開設等についての検討を進めていく必要

があります。 

また、児童・生徒一人一人の障害等の実態に応じて、特別支援学級における介

助員の配置や、通常の学級及び特別支援学級における特別支援教育支援員の配置

を引き続き行い、児童・生徒に対する支援の充実を図るとともに、今後も介助員

や特別支援教育支援員等への研修機会を確保します。 

なお、今後も様々な障害のある児童・生徒が本市の小・中学校に在籍すること

となった場合は、当該児童・生徒の障害の実態を把握し、学校における生活や学

習に困難を感じることのないよう適切な支援を推進します。 

さらに、スクールカウンセラーを引き続き配置し、相談体制の充実を図るとと

もに、スクールソーシャルワーカーを配置し、関係機関相互の調整及び連携の強

化を図ります。 
  

教育部 拡充 
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項  目 
令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

㉜特別支援教室の運営【再掲】 実施     

㉟介助員・特別支援教育支援員の配

置 
実施 

    

㊱スクールカウンセラーの活用 実施     

㊲スクールソーシャルワーカーの活

用 
実施     

㊳特別支援学級緊急時通学タクシー

事業の実施 
実施     

 

（２０）教員研修の充実及び特別支援教育コーディネーターの養成 

 

各校における特別支援教育を推進するためには、管理職を始めとし、通常の学

級の担任も含めて全ての教職員に対して、特別支援教育に関する研修を意図的、

計画的に実施していく必要があります。実施内容については「校内委員会の運営」

等基礎的な内容から「授業改善」、「インクルーシブ教育」等、専門的な内容まで、

幅広く視野に入れて検討することが必要ですが、とりわけ、若手職員に対しては、

初任者研修において特別支援教育関連の研修を年１回以上実施するとともに、小

中学校管理職に対しては、管理職対象夏季研修会において、特別支援教育の理解

促進を目的とした内容を検討していきます。 

また、特別支援教育を推進する上で重要な役割を担う特別支援教育コーディネー

ターに対しては、市教育委員会として、各校の特別支援教育コーディネーターの専

門性の向上を図るため、令和３年度より、従来の特別支援教育推進委員会を「特別

支援教育コーディネーター連絡会（仮称）」に移行し、内容の充実に努めます。内

容については、特別支援教育コーディネーターの養成研修を計画的に実施するとと

もに、連絡会を通して、情報共有・連携体制の強化を図ります。  

さらに、特別支援教育研修の一環として、Ｗｅｂ会議システムを活用した入級支

援委員会への参加を促進します。  
  

項  目 
令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

㊴特別支援教育に関する研修会の実

施 
実施     

㊵特別支援教育コーディネーター研

修の実施 
実施     

㊶特別支援教育校内研修手引きの改

定 
実施     

㊷特別支援教育コーディネーター連

絡会（仮称）の実施 
実施     

 

 

教育部 

重点 
事業 
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（２１）自閉症・情緒障害特別支援学級の設置 

「東京都特別支援教育推進計画（第二期）・第一次実施計画（平成２９年２月）」

には、地域の実情に応じた「自閉症・情緒障害学級」の計画的な設置により、特別

支援教室等では障害による学習又は生活上の困難の改善が難しいと思われる児童

・生徒に対する教育的な支援の充実を図ることが示されています。 

本市においても、既に設置されている小学校２校の取組や小・中学校全校に設

置された特別支援教室での取組等を踏まえた上で、「自閉症・情緒障害学級設置検

討委員会（仮称）」を開催し、中学校における自閉症・情緒障害特別支援学級（固

定学級）の早期整備と、小学校における特別支援学級（固定学級）、特に西部地区

への整備に向けた検討を進めます。 
 
 

項  目 
令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

㊸中学校における自閉症・情緒障害

特別支援学級の設置 
検討 

    

㊹西部地区小学校における固定学級

の設置 
検討     

 

 

（２２）校内におけるＩＣＴの活用 

 他の子供たちとの学習が困難、発達障害、特異な才能を持つ等多様な子供たちを

誰一人残すことなく、子供たち一人一人に公正に個別最適化され、資質・能力を一

層確実に育成できるＩＣＴ環境を実現するために、武蔵村山市教育委員会では令和

２年度に一人一台端末と高速大容量の通信ネットワークを一体的に整備しました。 

 今後は、ＩＣＴ機器の効果的な利活用により、特別支援学級、特別支援教室及び

通常学級において、よりわかる授業、個別最適化された学びを提供し、全ての児童

・生徒の学習課題への興味・関心を高め、学習内容のより深い理解を促します。  

  また、視覚障害、発達障害等の事由により通常の紙の教科書を使用して学習する

ことが困難な児童・生徒に対しては、必要に応じ、検定済教科書の内容を電磁的に

記録した「デジタル教科書」の導入を検討します。  
  
 

項  目 
令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

㊺校内におけるＩＣＴの活用 実施     

  

指針５ 児童・生徒の個別教育ニーズに対応した教育環境の整備・推進 

新規 

教育部

教育部 学 校

重点 
事業 

重点 
事業 

検討状況に応じ順次設置 

検討状況に応じ順次設置 
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（２３）災害時における安全確保の推進  

  自然災害への危機意識の高まりの中で、災害時において、自ら身の安全を確保

し、非常事態に適切に対応する力を身に付けることや、保護者や学校、地域等に

よる連携のもと、児童・生徒の安全を守る体制づくりが求められています。 

  そこで、各学校において、特別な支援を必要とする児童・生徒を含む全ての児

童・生徒に対して、様々な想定に基づいた避難訓練を月１回実施し、児童・生徒

が避難経路や避難方法を確実に学べるようにするとともに、安全指導計画を作成

し、月１回実施する安全指導日等を通して、災害安全等について計画的に指導す

ることで、児童・生徒の災害に対する自助意識の醸成を図ります。 
 
 

項  目 
令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

㊻避難訓練の実施 実施     

㊼災害安全等についての計画的な指導 実施     

 

 

指針６ 児童・生徒の安全確保に向けた防災教育の推進 

教育部 学 校
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３ 所管別行動計画と数値目標 

 

（１）学校における行動計画 

具体的な施策 事業名 方向

指針１ ： 学校・家庭・地域及び関係機関の連携による教育的支援の充実 

 
（１）都 立 特 別 支 援 学 校 と連 携 した教

育 の推 進  
①都 立 特 別 支 援 学 校 と連 携 した教 育  継 続

指針２ ： インクルーシブ教育と心のバリアフリーの推進を通じた共生社会の実現 

 

（３）交 流 及 び共 同 学 習 の推 進  ④交 流 及 び共 同 学 習  継 続

（４）都 立 特 別 支 援 学 校 ・学 級 の児 童

・生 徒 間 の交 流 の促 進  

⑤都 立 特 別 支 援 学 校 及 び特 別 支 援 学 級 の児

童 ・生 徒 間 の交 流 の促 進  
継 続

（７）障 害 者 スポ ーツを通 し た障 害 者

理 解 教 育 の推 進  

⑨障 害 者 スポーツを通 した障 害 者 理 解 教 育 の

推 進  
新 規

（８）学 校 教 育 における「心 のバリアフリ

ー」の理 解 の促 進  

⑩児 童 ・生 徒 に対 する「心 のバリアフリー」に関

する指 導  
新 規

（１１）人 権 教 育 の推 進  
⑯人 権 尊 重 の精 神 を涵 養

か ん よ う

する取 組 の推 進  
新 規

⑰心 の教 育 の充 実  

指針３ ： 特別支援教育支援体制の整備・推進 

 
（１２）未 就 学 児 童 及 び学 齢 児 童 ・生

徒 の支 援 の連 携  

⑱「就 学 支 援 シート」の活 用  

継 続
⑲「学 校 生 活 支 援 シート」の作 成 と活 用  

⑳「個 別 指 導 計 画 」の作 成 と活 用  

㉑保 護 者 への説 明 の実 施  

指針４ ： 特別支援教育に関する校内組織の整備・教員の専門性の向上 

 

（１５）特 別 支 援 教 育 の視 点 を明 確 に

した学 校 経 営  

㉙学 校 経 営 方 針 への位 置 付 け、推 進 状 況 の

把 握 及 び進 行 管 理  
継 続

（１６）特 別 支 援 教 育 校 内 体 制 の整 備
㉚特 別 支 援 教 育 校 内 委 員 会 の校 務 分 掌 への

位 置 付 け 
継 続

（１７）通 常 学 級 に在 籍 する発 達 等 に

課 題 のある児 童 ・生 徒 への個 別

指 導 ・支 援 の充 実  

㉛通 常 学 級 に在 籍 する発 達 等 に課 題 のある

児 童 ・生 徒 への指 導 ・支 援  拡 充

㉜特 別 支 援 教 室 の運 営  

（１８）通 常 の学 級 及 び特 別 支 援 学 級

における授 業 改 善 の推 進  

㉝通 常 の学 級 及 び特 別 支 援 学 級 における授

業 の改 善  拡 充

㉞特 別 支 援 学 級 「授 業 改 善 推 進 プラン」 

指針５ ： 児童・生徒の個別教育ニーズに対応した教育環境の整備・推進 

 （２２）校 内 における ICT の活 用  ㊺校 内 における ICT の活 用  新 規

指針６ ： 児童・生徒の安全確保に向けた防災教育の推進 

 
（２３）災 害 時 における安 全 確 保 の推

進  

㊻避 難 訓 練 の実 施  
継 続

㊼災 害 安 全 等 についての計 画 的 な指 導  
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（２）教育部における行動計画 

具体的な施策 事業名 方向

指針１ ： 学校・家庭・地域及び関係機関の連携による教育的支援の充実 

 （２）特 別 支 援 教 育 関 係 会 議 等 の推 進
②特 別 支 援 教 育 関 係 会 議 の実 施  

拡 充
③巡 回 相 談 の実 施  

指針２ ： インクルーシブ教育と心のバリアフリーの推進を通じた共生社会の実現 

 

（５）副 籍 制 度 の充 実 による交 流 活 動

の推 進  

⑥副 籍 制 度 の実 施  
拡 充

⑦副 籍 制 度 連 絡 体 制 の強 化  

（６）障 害 のある人 との交 流 の推 進  ⑧障 害 のある人 との交 流 機 会 の創 出  新 規

（７）障 害 者 スポーツを通 した障 害 者

理 解 教 育 の推 進  

⑨障 害 者 スポーツを通 した障 害 者 理 解 教 育 の

推 進  
新 規

（８）学 校 教 育 における「心 のバリアフリ

ー」の理 解 の促 進  

⑪教 員 への「心 のバリアフリー」に関 する理 解 の

促 進  
新 規

（９）心 のバリアフリーに関 する周 知 と理

解 の促 進  
⑫心 のバリアフリー啓 発 パンフレットの作 成  新 規

（１０）特 別 支 援 教 育 に関 する周 知 と理

解 の促 進  

⑬特 別 支 援 教 育 講 演 会 の開 催  

拡 充⑭特 別 支 援 教 育 啓 発 パンフレット等 の作 成  

⑮ホームページや広 報 誌 を活 用 した情 報 発 信  

（１１）人 権 教 育 の推 進  
⑯人 権 尊 重 の精 神 を涵 養

か ん よ う

する取 組 の推 進  
新 規

⑰心 の教 育 の充 実  

指針３ ： 特別支援教育支援体制の整備・推進  

 
（１３）教 育 ・福 祉 ・家 庭 の連 携 による

支 援 体 制 の推 進  
㉒むさしむらやまマイファイルの活 用  新規

指針４ ： 特別支援教育に関する校内組織の整備・教員の専門性の向上 

 

（１９）教 育 委 員 会 における支 援 体 制

の継 続  

㉜特 別 支 援 教 室 の運 営 【再 掲 】 

拡 充

㉟介 助 員 ・特 別 支 援 教 育 支 援 員 の配 置  

㊱スクールカウンセラーの活 用  

㊲スクールソーシャルワーカーの活 用  

㊳特 別 支 援 学 級 緊 急 時 通 学 タクシー事 業 の 

実 施  

（２０）教 員 研 修 の充 実 及 び特 別 支 援

教 育 コーディネーターの養 成  

㊴特 別 支 援 教 育 に関 する研 修 会 の実 施  

継 続

㊵特 別 支 援 教 育 コーディネーター研 修 の実 施  

㊶特 別 支 援 教 育 校 内 研 修 手 引 きの改 定  

㊷特 別 支 援 教 育 コーディネーター連 絡 会 （仮

称 ）の実 施  

指針５ ： 児童・生徒の個別教育ニーズに対応した教育環境の整備・推進 

 

（２１）自 閉 症 ・情 緒 障 害 特 別 支 援 学

級 の設 置  

㊸中 学 校 における自 閉 症 ・情 緒 障 害 特 別 支

援 学 級 の設 置  継 続

㊹西 部 地 区 小 学 校 における固 定 学 級 の設 置  

（２２）校 内 におけるＩＣＴの活 用  ㊺校 内 におけるＩＣＴの活 用  新 規

指針６ ： 児童・生徒の安全確保に向けた防災教育の推進 

 
（２３）災 害 時 における安 全 確 保 の推

進  

㊻避 難 訓 練 の実 施  
継 続

㊼災 害 安 全 等 についての計 画 的 な指 導  
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（３）その他部局における行動計画 

① 健康福祉部 

具体的な施策 事業名 方向

指針２ ： インクルーシブ教育と心のバリアフリーの推進を通じた共生社会の実現 

 （６）障 害 のある人 との交 流 の推 進  ⑧障 害 のある人 との交 流 機 会 の創 出  新 規

指針３ ： 就学支援を含む教育支援体制の整備・推進 

 
（１３）教 育 ・福 祉 ・家 庭 の連 携 による

支 援 体 制 の推 進  

㉒むさしむらやまマイファイルの活 用  
新 規

㉔教 員 への福 祉 制 度 の周 知  

② 子ども家庭部 

具体的な施策 事業名 方向

指針３ ： 就学支援を含む教育支援体制の整備・推進 

 

（１３）教 育 ・福 祉 ・家 庭 の連 携 による

支 援 体 制 の推 進  

㉒むさしむらやまマイファイルの活 用  

新 規

㉓要 保 護 児 童 対 策 地 域 協 議 会 等 の活 用 によ

る関 係 部 局 の連 携  

㉕相 談 窓 口 の一 元 化 と保 護 者 への分 かり 

やすい情 報 提 供  

㉖保 護 者 同 士 の交 流 や専 門 家 による相 談 の

実 施  

（１４）乳 幼 児 期 における支 援 体 制 の

推 進  

㉗乳 幼 児 健 康 診 査 の実 施  
新 規

㉘保 育 所 等 巡 回 指 導 ・相 談 事 業 の推 進  

 

（４）学校及び教育部における数値目標 

◆数値目標（学校） 
指 標 実績 目標 

「就 学 支 援 シート」の提 出 率  １５．８％ ６．５％ 

「就 学 支 援 シート」をもとに、「学 校 生 活 支 援 シート」を作 成 している児 童 の

割 合  
４．１％ １００％ 

「学 校 生 活 支 援 シート」を作 成 して、個 別 の教 育 支 援 を行 っている児 童 ・生

徒 数 （特 別 支 援 学 級 ・通 級 指 導 学 級 ・特 別 支 援 教 室 ） 
９８．７％ １００％ 

「学 校 生 活 支 援 シート」を作 成 して、個 別 の教 育 支 援 を行 っている児 童 ・生

徒 数 （通 常 学 級 ） 
３．７％ ６．５％ 

通 常 の学 級 に在 籍 している小 ・中 学 生 のうち、「個 別 指 導 計 画 」を作 成 し

て、個 別 の指 導 や支 援 を行 っている児 童 ・生 徒 数  
４．２％ ６．５％ 

◆数値目標（教育部） 

指 標 実績 目標 

巡 回 相 談 の実 施 回 数  １４回  ４０回  

特 別 支 援 教 育 講 演 会 への参 加 者 数  １１１人  １２０人  

副 籍 制 度 を活 用 する児 童 ・生 徒 の割 合  

（市 内 在 住 及 び特 別 支 援 学 校 在 籍 児 童 ・生 徒 ） 
６８％ ７０％ 

市 立 小 ・中 学 校 における自 閉 症 ・情 緒 障 害 学 級 の設 置 校 数  ２校  ４校  
 

実 績 ：令 和 元 年  目 標 ：令 和 ７年 度

実 績 ：令 和 元 年  目 標 ：令 和 ７年 度
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第５章 計画の進行管理 

 

１ 計画の推進体制 

 
 

本計画の推進に当たっては、市民、学校、関係部局及び関係機関と連携し、必要

な事業の推進を図ります。 

 また、本計画の実行性を高めるため、年度ごとにそれぞれの事業の進捗状況につ

いて調査を行い、その結果を「特別支援教育連携協議会」に報告するとともに、調

査結果を踏まえ、同連携協議会において、本市の児童・生徒の特別支援教育の更な

る推進方策等について協議・検討を行います。 

 

２ 計画の点検・評価 

 
 
本計画の着実な展開に向けては、進捗状況についての定期的な調査・確認と併せ

て、設定指標を用いた的確な評価・検証を実施するとともに、ＰＤＣＡサイクルの

適切な運用に基づく定期的なフォローアップを行います。また、フォローアップの

結果については、広く市民に公表することで、事業の透明性を図っていくこととし

ます。  
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図５-１ 計画の点検・評価フォローアップ体制 

第五次武蔵村山市 

特別支援教育推進計画

計画の策定・見直し 

 

施策実施における 

課題への対応 

 関係機関との連携に

よる事業の展開 

進捗確認、点検、実績評価 

評価（Check）

計画（Plan） 

公表 

市民、関係団体等 

改善（Act） 実行（Do） 
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１ 武蔵村山市就学相談の一般的な流れ 

 
 
（１）就学相談とは  

 
障害のある児童・生徒や病気にかかった児童・生徒の就学（学校に入って学童

生徒となること。広辞苑より）に関する相談を行うことを言います。また、児童

・生徒の障害の状態や発達の状況等に応じて、適切な教育を受けられるように転

学の相談を行うことも含みます。  

 
（２）就学相談の一般的な流れ  

 
 

                      
 

 
 

 
 

                      
 

 
 

 
 

 
 
 

 
  

 

 

 

 

 

 

就学先決定・又は継続相談  
保護者の理解と納得の上で就学先

の決定を行ないます。  

 都立特別支援学校に決まった場合

は、引き続き「東京都特別支援教育

推進室」が相談を実施します。  

電話により相談日の予約  
教育相談室（０４２－５９０－１４７０） 

 武蔵村山市学園４-５-１ 市民総合センター３階

就学支援ファイルの作成  
・就学相談票（保護者記入） 
・面接票（相談員記入） 
・児童・生徒実態把握票（保育士・担任等） 
・医師の診察記録 （医師）    
・心理検査（市の委嘱を受けた「心理士」が実施）

医学、心理学、教育学の専門家で構成

される就学支援委員会において、適切

な就学について意見を交換し、判断を

出します。  

見学については教育相談室を介して

設定する場合と、直接保護者から見学

の要望が学校に入る場合があります。  

保護者  
就学相談の申し込み  

教育相談室（就学相談員）  
就学相談の実施  

生育歴、障害の状態、保護者の意向等について面接を実施。

特別支援学校・学級等  
学校・学級の見学又は体験入級

就学支援委員会  
行動観察、診察、判断

市教育委員会  
判断結果保護者へ報告 
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２ 「就学支援シート」様式（表紙のみ） 
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３ 特別支援教室リーフレット 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 資料：東京都教育委員会ホームページ
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資料：東京都教育委員会ホームページ
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資料：東京都教育委員会ホームページ
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４ 副籍制度リーフレット 
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５ 武蔵村山市特別支援教育推進計画策定委員会設置要綱 

 
 

武蔵村山市特別支援教育推進計画策定委員会設置要綱  
 

平成２７年３月 武蔵村山市教育委員会教育長訓令第１０号 

改正 
令和２年６月  武蔵村山市教育委員会教育長訓令第１８号 

 

（設置）  

第１条 武蔵村山市立学校（以下「市立学校」という。）における特別支援教育（教

育上特別の支援を必要とする児童及び生徒に対する教育をいう。）を推進するた

めの指針となる武蔵村山市特別支援教育推進計画（以下「計画」という。）を策

定するため、武蔵村山市特別支援教育推進計画策定委員会（以下「策定委員会」

という。）を置く。  

（所掌事項）  

第２条 策定委員会は、計画の原案を作成し、武蔵村山市教育委員会（以下「教育

委員会」という。）に報告する。  

（組織）  

第３条 策定委員会は、次に掲げるところにより教育委員会が委嘱し、又は任命す

る委員をもって組織する。  

  (１) 学識経験者  

 (２) 市立学校の校長  

 (３) 市立学校の副校長  

 (４) 市立学校の主幹教諭又は主任教諭又は教諭  

 (５) 東京都立村山特別支援学校の校長が推薦する当該学校の教諭  

 (６) 関係行政機関の職員   

 (７) 教育委員会事務局の職員  

（委員長及び副委員長）  

第４条 策定委員会に委員長及び副委員長２人を置く。  

２ 委員長は前条第１号に掲げる者として委嘱された委員を、副委員長は同条第２

号に掲げる者として任命された委員をもって充てる。  

３ 委員長は、策定委員会を代表し、会務を総理する。  

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、その職務を代理す

る。  

５ 前項の規定により委員長の職務を代理する副委員長の順序は、あらかじめ委員

長が定める。  
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（会議）  

第５条 策定委員会の会議は、委員長が招集する。  

２ 策定委員会は、委員の半数以上が出席しなければ会議を開くことができない。 

３ 策定委員会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、委員

長の決するところによる。  

（任期）  

第６条 委員の任期は、第２条の規定による報告の終了をもって満了する。  

（庶務）  

第７条 策定委員会の庶務は、教育部教育指導課において処理する。  

（委任）  

第８条 この要綱に定めるもののほか、策定委員会の運営に関し必要な事項は、委

員長が策定委員会に諮って定める。  

    附 則  

  この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。  

    附 則  

 この要綱は、令和２年６月１８日から施行し、この要綱による改正後の特別支援

教育推進計画策定委員会設置要綱の規定は、同年４月１日から適用とする。  
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６ 武蔵村山市特別支援教育推進計画策定委員会委員名簿 

 
 

 

 役 職 氏 名 職 名 

１ 委 員 長 宮 本 紀 夫 特別支援教育サポーター「つなぎ」主宰  

２ 副委員長  井 内   潔 市立雷塚小学校長  

３ 副委員長  齋 藤   実 市立小中一貫校村山学園統括校長（中学部）

４ 委  員  村 山 博 子 市立第九小学校長  

５ 委  員  三 品 佳 子 市立第一小学副校長  

６ 委  員  長 嶋 幸 代 市立第一中学校副校長  

７ 委  員  飯 星 健 司 市立第五中学校副校長  

８ 委  員  山 本 明 子 市立第一小学校教諭  

９ 委  員  小 山 直 美 市立小中一貫校村山学園主任教諭（小学部）

10 委  員  越 田 美 咲 市立第八小学校教諭  

11 委  員  宮 﨑 めぐみ 市立第九小学校主任教諭  

12 委  員  小 野   澪  市立第九小学校主任教諭  

13 委  員  星 野 亮 平 市立雷塚小学校教諭  

14 委  員  中 村 優 子 市立第一中学校主任教諭  

15 委  員  岡 崎 純 子 市立小中一貫校村山学園教諭（中学部）  

16 委  員  大 友 美 和 市立第三中学校主任教諭  

17 委  員  川 原 啓 嗣 市立第五中学校教諭  

18 委  員  星   菜々絵 都立村山特別支援学校主任教諭  

19 委  員  阿 部 淳 一 障害福祉課長  

20 委  員  佐 藤 哲 郎 子ども青少年課長  

21 委  員  井 上 幸 三 教育総務課長  

22 委  員  赤 坂 弘 樹 指導・教育センター担当課長  

令和２年４月１日現在



56 

７ 武蔵村山市特別支援教育推進計画策定委員会検討経過 

 
 

回 開催年月日 議題 

１回 

令和２年 

７月３１日 

（書面会議） 

（１）武蔵村山市特別支援教育推進計画策定委員会の活動

計画（案）について 

（２）武蔵村山市特別支援教育推進計画の策定スケジュー

ル（案）について 

（３）第五次武蔵村山市特別支援教育推進計画策定に当た

っての基本的な考え方について 

（４）基本理念及び指針（案）について 

（５）その他 

２回 
令和２年 

１０月２日 

（１）第五次武蔵村山市特別支援教育推進計画（案）の検

討について 

（２）その他 

３回 
令和２年 

１２月２５日 

（１）第五次武蔵村山市特別支援教育推進計画（案）の検

討について 

（２）その他 

※「武蔵村山市特別支援教育連携協議会」及び「武蔵村山市特別支援教育専門委員会」

に対しても、第五次武蔵村山市特別支援教育推進計画（案）について意見聴取しました。  

 

 

８ 都立特別支援学校一覧 

 
 

 

学校名 種別 電話番号 

都立八王子盲学校 視覚障害 ０４２－６２３－３２７８ 

都立立川ろう学校 聴覚障害 ０４２－５２３－１３５８ 

都立村山特別支援学校 肢体不自由 ０４２－５６４－２７８１ 

都立羽村特別支援学校 知的障害 ０４２－５５４－０８２９ 

都立武蔵台学園 病弱 ０４２－３１２－８１１５ 

 

令和２年４月１日現在
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９ 用語の解説 

 
 

№ 用 語 用語解説 ページ 

1 ICT 

「 Information and Communication 

Technology」の略で、通信技術を活用し

たコミュニケーションのこと。 

25,38,40,41 

2 
インクルーシブ

教育システム 

障害者権利条約では、条文の第２４条

に「障害者が障害を理由として教育制度

一般から排除されないこと及び障害のあ

る児童が障害を理由として無償のかつ義

務的な初等教育又は中等教育から排除さ

れないこと」とある。インクルーシブ教

育システムとは、この理念に基づく教育

制度のこと。 

1,3,6,21 

3 介助員 

小学校、中学校の特別支援学級におい

て、児童・生徒が学校生活をする上で必

要な介助を行う者のこと。 

6,23,36,37,41 

4 学校経営方針 

校長が学校のビジョンを明らかにし、

全ての学校が長期・中期・短期的な展望

に立ち、当該年度の学習指導、生活指導、

進路指導、学校運営等の教育活動の具体

的な目標と方策を設定するとともに、教

職員全員がその具体的な目標に向かい協

働体制を確立し、学校の自律的な改革と

教育の質的な向上を図るために策定する

もの。 

22,34,40  

5 
学校生活支援シ

ート 

特別な教育的支援が必要な児童・生徒

一人一人のニーズを把握し、教育の視点

から適時・適切な支援を行うことができ

るよう、長期的な視点で学齢期を通じて

一貫して適切な支援を行うことを目的と

して作成するもの。 

平成２５年度に東京都教育委員会にお

いて、従来の「個別の教育支援計画」か

ら名称変更したもの。 

16,18,19,22,23 

31,32,34,35,40 

42 
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№ 用 語 用語解説 ページ 

6 教育課程  

法令に基づき、各教科、特別の強化と

しての道徳、総合的な学習の時間、特別

活動及び自立活動等について、それらの

目標やねらいを実現するよう教育の内容

を学年に応じ、授業時数との関連におい

て総合的に組織した学校の基本計画。  

4,15,27,34 

7 教育センター 

学校教育に関する調査・研究、児童・

生徒等の教育相談や適応指導、生涯学習

活動等の拠点となるところ。施設運営は

教育委員会が行っている。 

15,55 

8 共生社会 

障害の有無にかかわらず、誰もが相互

に人格と個性を尊重し支え合う我が国が

目指すべき社会のこと。  
障害の有無やその他の個々の違いを認

識しつつ様々な人々が生き生きと活躍で

きる社会のこと。 

1,3,4,6,8,21,25,

27,28,31,40,41 

42,51 

9 校内委員会 

学校内に置かれた発達障害等の児童・

生徒の実態把握及び支援の在り方等につ

いて検討を行う委員会。 

18,22,34,35,37 

40,49 

10 
心のバリアフリ

ー 

様々な心身の特性や考え方を持つ全て

の人々が、相互に  理解を深めようとコミ

ュニケーションをとり、支え合うこと。

学校教育における取組として共生社会

に向けて、多様性を理解し、「障害の社

会モデル」を踏まえ、差別や排除の行動

を行わず、お互いの良さを認め合い協働

していく力を養うべく指導の方法を検討

していくもの。 

1,3,8,25,27,29 

30,31,40,41,42 

11 合理的配慮 

「障害のある子供が、他の子供と平等

に「教育を受ける権利」を享有・行使す

ることを確保するために、学校の設置者

及び学校が必要かつ適当な変更・調整を

行うことであり、障害のある子供に対し、

その状況に応じて、学校教育を受ける場

合に個別に必要とされるもの」であり、

「学校の設置者及び学校に対して、体制

面、財政面において、均衡を失した又は

過度の負担を課さないもの」をいう。 

3,27,34 
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№ 用 語 用語解説 ページ 

12 校務分掌  
学校の教職員が学校教育の目標を実現

するため、校務を分担して遂行していく

こと。  
22,34,40 

13 個別指導計画  

児童・生徒の実態に応じたきめ細やか

な指導を行うために、一人一人の障害の

実態や発達の段階の把握に基づき、指導

目標や内容、方法等の手だてを各教科等

全般にわたって作成するもの。  

18,19,22,27,31 

32,34,35,40,42 

14 自閉症 

自閉症とは、３歳位までに現れ、①他

人との社会的関係の形成の困難さ、②言

葉の発達の遅れ、③興味や関心が狭く特

定のものにこだわることを特徴とする行

動の障害であり中枢神経系に何らかの要

因による機能不全があると推定される。

10,16,23,24,25 

38,41,42,48,50 

15 
自閉症・情緒障

害学級 

正式には、「自閉症・情緒障害特別支

援学級」という。以下の児童・生徒を対

象とする固定制の学級のこと。  
①自閉症又はそれに類するもので、他人

との意思疎通及び対人関係の形成が困難

である程度のもの。  
②主として心理的な要因による選択制か

ん黙等があるもので、社会生活への適応

が困難である程度のもの。 

23,38,42,48 

16 就学支援シート 

就学が決定した後に、保育所・幼稚園、

療育機関等における子供たちの様子や指

導・保育又は訓練の様子を小学校や特別

支援学校小学部に引継ぎ、特別な教育的

支援が必要な子供の就学後の学校生活を

より適切なものにしていくために作成す

るもの。 

6,19,20,22,31 

32,33,40,42,45 

47 

17 就学相談  

障害のある児童・生徒が、その障害の

状態や程度に応じた最も適切な就学先を

決定していくために、教育委員会と保護

者が行う相談のこと。  

6,15,17,26,45 

46,49,52 
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№ 用 語 用語解説 ページ 

18 
授業改善推進プ

ラン 

各教科の学習指導要領に示された目標

や内容の実現状況を把握し、それを指導

方法の改善・充実に生かすことで、児童

・生徒一人一人に「確かな学力」の定着

と伸長を図ることを目的としている。学

力調査の実施後に、調査の結果報告書を

作成し、結果の詳細や授業改善のポイン

ト等を発信するとともに、調査結果から

自校の課題を分析して「授業改善推進プ

ラン」を作成し、授業改善を行っていく

取組を推進している。  

22,23,36,40 

19 巡回相談（員） 

市教育委員会の求めに応じて市立学校

を訪問し、当該市立学校に在籍する教育

上特別の支援を必要とする児童・生徒に

対しての行動観察を行うとともに、当該

行動観察の結果を踏まえ、当該市立学校

において行われる特別支援教育に関し、

専門的な見地からおおむね次に掲げる助

言又は援助を行う。 

①教育上特別の支援を必要とする児童・

生徒に係る個別指導計画の作成への協力

②担任教諭、保護者その他の教育上特別

の支援を必要とする児童・生徒の支援を

行う者への指導の内容及び方法について

の助言 

③市立学校における特別支援教育の推進

に向けての協力 

6,16,17,18,23 

26,35,41,42,50 

20 
障害の社会モデ

ル 

障害や不利益・困難の原因は障害のな

い人を前提に作られた社会の作りや仕組

みに原因があるという考え方。 

ユニバーサルデザイン２０２０行動計

画においても、心のバリアフリーを推進

するための重要な柱として障害の社会モ

デルの理解することが示されている。 

4 

21 
スクールカウン

セラー  
児童・生徒の臨床心理に関して専門性

を有する臨床心理士。 
23,36,37,41,49 
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№ 用 語 用語解説 ページ 

22 
スクールソーシ

ャルワーカー  

教育と福祉の両面の専門的な知識・技

術を有する過去に教育や福祉の分野にお

いて、活動経験の実績等がある者のこと。

36,37,41 

23 特殊教育  

心理的又は身体的に何らかの障害のあ

る児童・生徒は、その障害のために通常

の教育内容・方法による通常の学級での

教育が困難であることから、その特性や

能力に応じて特別な教育を行う学校教育

の一分野のこと。  
平成１９年の「学校教育法」の改正に

より、特別支援教育の転換が図られるま

で、我が国は特殊教育制度の下に障害の

ある子供の教育が行われていた。特殊教

育制度においては、「特別な場」（特殊学

級や盲・聾・養護学校）で実施される障

害のある子供の教育を特殊教育としてい

た。  

1,3 

24 特別支援教育 

障害のある児童・生徒の自立や社会参

加に向けて、一人一人の教育的ニーズを

把握し、そのもてる力を高め、生活や学

習上の困難を改善又は克服するため、適

切な指導及び必要な支援を行うもの。  
平成１９年４月から学校教育法に位置

付けられ、全ての学校において、障害の

ある児童・生徒の支援を更に充実してい

くことになった。 

1,2,3,4,5,6,7, 

8,9,10,15,16,18

20,21,22,23,24 

25,26,28,29,31 

32,34,35,36,37 

38,40,41,42,43 

45,46,53,54,55 

56 

25 
特別支援教育支

援員 

小学校、中学校の通常の学級等に在籍

し、重度の障害等により、生活や学習上

の困難を有する児童・生徒に対し、必要

な支援を行う雇員。 

6,23,36,37,41 

26 特別支援学級 

特別支援学級は、「学校教育法」の規

定に基づき、通常の学級における学習で

は、十分その効果を上げることが困難な

児童･生徒のために特別に編制された学

級である。 

4,6,7,10,11,15 

17,18,19,20,21 

22,23,24,25,26 

27,28,35,36,37 

38,40,41,42,46 

49 
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№ 用 語 用語解説 ページ 

27 
特別支援教育コ

ーディネーター  

学校内の関係者や福祉・医療等の関係

機関との連絡調整及び保護者に対する学

校の窓口として、校内における特別支援

教育に関するコーディネーター的な役割

を担う。  

16,18,20,23,25 

26,28,34,37,41 

49 

28 特別支援教室  

特別支援教室は、教育課程の大部分を

在籍学級で学ぶことが可能だが、より円

滑に集団生活に適応していくためには、

対人関係のスキル等に関して一部特別な

指導（個別指導）を必要とする程度の児

童が対象となり、拠点校に配置された指

導教員が、各小学校の特別支援教室を巡

回し、従来の情緒障害等通級指導学級と

同様の指導を在籍校で行うものである。

東京都教育委員会においては、平成２

８年度以降、小学校の情緒障害等通級指

導学級は特別支援教室とし、平成３０年

度までに全公立小学校に設置することと

している。  

5,7,10,11,12,13,

14,17,19,22,23 

26,31,35,36,37 

38,40,41,42,45 

48,49,50 

29 
トライアングル

プロジェクト 

障害福祉サービスを利用する障害児及

び学習上又は生活上特別な支援が必要な

小・中・高等学校等に在籍する発達障害

等障害の可能性のある児童生徒等に対し

て、都道府県、市区町村の各自治体にお

いては、教育と福祉に関する部局、関係

機関が連携して支援することが求められ

ており、こうした背景を踏まえ、平成２

９年１２月、文部科学省及び厚生労働省

が連携し、各自治体における教育委員会

や福祉部局の連携がより一層推進され、

本人及びその保護者支援につなげるため

の連携・支援の在り方について検討を行

ったもの。 

4,32 

30 発達障害  

自閉症、アスペルガー症候群その他の

広汎性発達障害、学習障害、注意欠陥多

動性障害その他これに類する脳機能の障

害であってその症状が通常低年齢におい

て発現するものとして政令で定めるもの

をいう（発達障害者支援法）。  

1,2,3,5,6,7,12 

13,31,33,35,36 

38,48 
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№ 用 語 用語解説 ページ 

31 

発達障害者（児）

個別支援ファイ

ル（むさしむら

やまマイファイ

ル）  

発達障害にある方やそのご家族が、成

育歴などの情報を書き込み、関係機関か

らの資料をまとめることで、成人に至る

までの切れ目のない支援を受けることを

目的としたツール。  

7,16,33,41,42 

32 
ＰＤＣＡサイク

ル  

業務プロセス等を管理・改善する手法

の一つで、①計画（ＰＬＡＮ）②実行（Ｄ

Ｏ）③評価（ＣＨＥＣＫ）④改善（ＡＣ

Ｔ）という４段階の活動を繰り返し行う

ことで、継続的にプロセスを改善・最適

化していく手法のこと。  

43 

33 副籍制度  

都立の特別支援学校の小学部及び中学

部に在籍する児童・生徒が、武蔵村山市

立の小学校又は中学校に副次的に籍を置

き、市立学校の学校行事や学習活動へ参

加し交流をすることにより、居住する地

域とのつながりの維持及び継続を図るも

の。  

20,23,25,28,41 

42,45,51,52 

34 
ユニバーサルデ

ザイン 

ユニバーサルデザインとは、年齢や障

害の有無、体格、性別、国籍等を問わず

に誰もが使うことを想定しての設計した

もの。 

教育の場において「スケジュール表を

置いたする教室環境の整備」、「学校の

周辺（通学路）のバリアフリー化」、「学

校内の段差の解消、エレベーターの設置

等バリアフリー化」、「授業づくりの在

り方」、「障害理解ある校風、学級経営」、

「教職員が障害にたいする理解や対応

力」等、さまざまな差をなくそうとする

もの。 

3,23,30,36 
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